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概要

第一世代と第三世代間のニュートリノ振動のパラメータである θ13 の測定を目指す T2K実験では 600

～800MeV のニュートリノビームを使い、前置検出器とスーパーカミオカンデでそのニュートリノのエ

ネルギースペクトルを測定する事によりニュートリノ振動を探す。標的は水であるためニュートリノ原

子核 (酸素)散乱が起こるので、精度の高いニュートリノ原子核散乱断面積の計算が必要である。また他

のニュートリノ振動実験では標的に炭素が使われる。従って、この研究では原子核は酸素 (16O) と炭素

(12C)である。ニュートリノ原子核散乱にはベクトル型相互作用と軸型相互作用が関わる。ベクトル型相

互作用と原子核効果は電子原子核散乱で精密に決める事ができる。ニュートリノ原子核散乱は精度の高い

実験データがないため、まず、精度の高い実験データが存在する電子原子核散乱で、計算と実験データを

比較する。この研究の主題はニュートリノ振動実験に必須な 500MeVから 1GeV領域での電子原子核準

弾性散乱及びπ生成反応で精度の良いモデルを得ることである。

最初に原子核効果のない電子核子散乱を調べる。一つのπ粒子を生成する反応 (π生成反応)は精度の

高いモデルである MAID モデルと Paschos モデル (Δ共鳴生成反応) を併用する。次に原子核効果とし

て、我々のグループの特徴である原子核内の核子の正確な束縛エネルギー運動量分布のスペクトル関数や

散乱された核子が原子核内で再散乱する終状態相互作用を用いる。また用いる準弾性散乱は核子の形状因

子を考慮した相対論的モデルである。

電子核子散乱断面積計算結果、π生成反応領域はΔ共鳴生成反応と非共鳴反応による寄与が定性的にわ

かった。次にこの計算モデルを使い、原子核効果を加えて電子原子核散乱断面積を計算した結果、スペク

トル関数を使うモデルは元来使われていたフェルミガス模型より精度が良いことがわかった。準弾性散乱

とπ生成反応の境界領域における散乱断面積は、元来のフェルミガス模型では不一致だが、スペクトル関

数による核子の高エネルギー運動量の効果＋Δ共鳴＋非共鳴でデータとよく一致する事がわかった。この

研究により電子核子散乱と電子原子核散乱の両方を別々にかつ定性的に評価することができた。これは今

回の研究により世界で初めて示された。
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第 1章

序論

ニュートリノ振動実験では、ニュートリノが原子核標的と反応して、生成した二次粒子を測定する事

で、ニュートリノのエネルギーを測定する必要がある。ニュートリノ振動の精度を上げるには、ニュート

リノ原子核反応で生成される断面積と二次粒子 (電子、ミュー粒子、π粒子)のエネルギー分布を正確に

計算できる必要がある。本章ではニュートリノ振動、ニュートリノ原子核反応、ニュートリノ核子反応と

電子核子反応の関係、核子の拡がりについて説明する。

1.1 ニュートリノ

ニュートリノは、1930年に原子核の β 崩壊の過程でW. Pauliにより提案された。当時、β 崩壊は２体

崩壊を考えられていたため、放出される電子のエネルギーは離散的なものだと考えられていた。しかし、

実験は電子のエネルギースペクトルは連続的なものであり、エネルギー保存が破れるのではないかと思わ

れた。それに対し、Pauliは β 崩壊の過程では未知の中性的な粒子がエネルギー、運動量、角運動量を運

び、エネルギー保存は成り立つと仮定した。実際にニュートリノの存在があきらかになったのは 1953年

～56 年の F. Reinesと C. L. Cowanの実験である。彼らは原子炉から出る強力なニュートリノを大量に

標的にあて、ν̄p → e+nの反応を確認した。

ニュートリノは確認されたが、ニュートリノの質量が完全にゼロかどうかは疑問であった。トリチウム

の β 崩壊によるニュートリノ質量測定では有限質量があるかどうか示すことはできなかった。1998年に

スーパーカミオカンデにおける大気ニュートリノ解析により、ニュートリノ振動の証拠が示され、ニュー

トリノは質量を持つことが発見された。

1.1.1 ニュートリノ振動

ニュートリノ振動とは、ニュートリノが異なる質量の固有状態の重ね合わせであるとすると、ニュート

リノの飛程及び時間に伴って異なる状態間を振動する現象である。ニュートリノの質量は有限であること

が前提である。三つのニュートリノが有限でそれぞれ異なる質量を持つと、フレーバー*1の固有状態 |να⟩
と異なる質量の固有状態 |νi⟩の重ね合わせで書くことができる (α = e, µ, τ、i = 1, 2, 3)。

|να⟩ =
∑

i

Uαi|νi⟩ (1.1)

*1 ニュートリノの種類
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ここで、Uαi はニュートリノの混合具合を示す混合行列でユニタリ行列である。

U =

 1 0 0
0 c23 s23

0 −s23 c23

  c13 0 s13e
−iδ

0 1 0
−s13e

iδ 0 c13

  c12 s12 0
−s12 c12 0

0 0 1


=

 c12c13 s12c13 s13e
−iδ

−s12c23 − c12s23s13e
iδ c12c23 − s12s23s13e

iδ s23c13

s12s23 − c12c23s13e
iδ −c12s23 − s12c23s13e

iδ c23c13

 (1.2)

ただし、sij = sin θij、cij = cos θij である。θij は質量固有状態 ij間の角度で、混合角と呼ばれる。δ は

複素位相である。

ここで、状態ベクトルの時間変化はシュレディンガー方程式により

|νi(t)⟩ = e−i(Eit−piL)|νi⟩ (1.3)

Ei =
√

p2
i + m2

i ∼ |pi| +
m2

i

2|pi|
(1.4)

となる。να として生成したニュートリノが距離 Lを伝播したときの状態ベクトルは次のように書くこと

ができる。

|να(L)⟩ =
∑

i

U∗
αie

−i
m2

i
2E L|νi⟩ (1.5)

したがって、時刻 t = 0で να、距離 Lを伝播しときに νβ へ変化している確率は

P (να → νβ) = |⟨νβ |να(L)⟩|2 (1.6)

= δαβ − 4
∑
i>j

Re
(
U∗

αiUβiUαjU
∗
βj

)
sin2 Φij

±2
∑
i>j

Im
(
U∗

αiUβiUαjU
∗
βj

)
sin2 2Φij

ただし、∆m2
ij = m2

i − m2
j (GeV 2)、伝播距離 L(km)、ニュートリノエネルギー E(GeV )、Φij =

1.27∆m2
ijL/E である。−はニュートリノ、+は反ニュートリノである。

上記のニュートリノ振動のパラメータは、スーパーカミオカンデの太陽ニュートリノ解析やK2K実験、

MINOS実験において、θ23 ∼ 45◦、∆m2
23 ∼ 2.5 × 10−3(eV 2)と測定され、スーパーカミオカンデの大気

ニュートリノ解析と KamLANDにおいて、θ12 ∼ 34◦、∆m2
12 ∼ 8× 10−5(eV 2)と測定されている。現在

知られているニュートリノ振動のパラメータでの混合行列は

U ∼

 0.8 0.5 s13e
iδ

−0.4 0.6 0.7
0.4 −0.6 0.7

 , |s13| < 0.2 (1.7)

となる。今後行われるニュートリノ振動実験の T2K実験や NOνA実験、原子炉実験ではこのニュート

リノ振動のパラメータを厳密に測定すること、まだ解明されていない θ13 に値があるかないかを測定する

ことにより、ニュートリノの世代間混合の全容を解明する。ニュートリノ振動のパラメータは [27]を参照

した。

1.1.2 ニュートリノ振動実験 (T2K、K2K実験)

K2K実験 (実験終了)や 2009年から始まる T2K実験はニュートリノビームを加速器で生成し、スー

パーカミオカンデでそのニュートリノを測定する。スーパーカミオカンデで測定する前に前置検出器を置
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くことで、伝達距離の違いによりニュートリノフラックスの差を観測し、ニュートリノ振動を観測する。

K2K実験は KEKでニュートリノを生成し、250km先のスーパーカミオカンデで測定した。T2K実験は

茨城県東海村にある日本原子力研究所でニュートリノを生成し、295km先にあるスーパーカミオカンデ

で測定する。

Eν
rec GeV

ev
en

ts
/0

.2
G

eV

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

0 1 2 3 4 5

図 1.1 図はスーパーカミオカンデで観測されるニュートリノエネルギースペクトルである。縦軸は

事象数、横軸はニュートリノエネルギー (GeV) である。左の図は K2K実験における観測値で、誤差

棒付きの点は νµ の信号、直線がニュートリノ振動ありの計算、破線がニュートリノ振動なしの計算

である。右の図は T2K実験における予測値で、誤差棒が付いた点は νe の信号とバックグラウンド、

黒線のヒストグラムは全バックグウランド、赤線のヒストグラムは νµ によるバックグラウンドであ

る。左の図は [26]、右の図は [25]を参照した。

前置検出器で測定したニュートリノエネルギースペクトルとスーパーカミオカンデのニュートリノエネル

ギースペクトルを比較し、ニュートリノが振動しているかを調べる。ニュートリノは原子核 (16O)と反応

し、ミュー粒子 (電子) が生成され、そのミュー粒子 (電子)のエネルギーからニュートリノのエネルギー

を算出する。K2K実験 (左の図)では、断面積の計算の誤差は約 30%で十分であったが、T2K実験 (右

の図)では数 %の誤差で計算が求められる。

1.2 ニュートリノ原子核反応

ニュートリノ反応について説明する。ここでは荷電カレントによる弱い相互作用について説明する。νe

を電子ニュートリノ、Aを原子核、X を散乱後の原子核とすると、ニュートリノ原子核反応過程は

νe + A → e + X (1.8)

となり、ニュートリノ原子核散乱断面積は次の様に計算する。

dσνA

dE′
edΩ

=
∫

d3pdEP (p, E)
M

p0
A

[
dσνN

dE′
edΩ

]
(1.9)

[dσνN/dE′
edΩ]はニュートリノ核子散乱断面積であり、P (p, E)は原子核内の核子の束縛エネルギー運動

量分布である。それに原子核中の核子の数 Aだけかける。M/p0 は位相因子である。図で表すと次の様

になる。
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図 1.2 ニュートリノ原子核散乱の概略図。

ニュートリノ原子核散乱断面積を計算する場合、ニュートリノ核子散乱断面積により計算できる。この

ニュートリノ核子散乱断面積は (A.9)式から求まる。ニュートリノ核子反応はe e
N N

�e
n p

eW+ 
 ie
�i g2p2(
� � 
�
5)�g��q2 �M2W �g��q2JCC� Jem�
図 1.3 ニュートリノ原子核散乱と電子核子散乱によるファイマン図。e は電子、N は核子、n は中

性子、pは陽子、γ は光子、W はWボゾンである。

である。右の図は電子核子散乱である。相互作用の形には経験的にスカラー (S)、ベクトル (V)、テンソ

ル (T)、軸性ベクトル (A)、擬スカラー (P)の反応で記述される。よって相互作用カレント J は

J = ψ̄fΓiψi (1.10)

Γi = 1(S), γν(V ), σνα(T ), γνγ5(A), iγ5(P ) (1.11)

の組み合わせで表す。電磁相互作用の場合はベクトル (V)型で計算され、弱い相互作用 (ニュートリノ反

応)の場合は経験的にベクトル型と軸性ベクトル型を加えたカレントで計算される。弱い相互作用のカレ

ントは V − A型カレントと呼ばれる。よって図 1.3の荷電カレント JCC
ν 、電磁カレント Jem

ν は

⟨N(p′)|Jem
ν |N(p)⟩ = ū(p′)

[
γνFN

1 (Q2) +
iσναqα

2M
χV FN

2 (Q2)
]

u(p) (1.12)

⟨p(p′)|JCC
ν |n(p)⟩ = ⟨p(p′)|Vν − Aν |n(p)⟩ (1.13)

⟨p(p′)|Vν |n(p)⟩ = ū(p′)
[
γνFV

1 (Q2) +
iσναqα

2M
χV FV

2 (Q2)
]

u(p) (1.14)

⟨p(p′)|Aν |n(p)⟩ = ū(p′)[γνγ5GA(Q2) + qνGp(Q2)]u(p) (1.15)

ただし、N = p, nである。FN
1,2、FV

1,2、GA、Gp は形状因子である。形状因子については次の節で説明す

る。この形状因子は CVCにより (B.15)式が導出され、

FV
1 = F p

1 − Fn
1 , χV FV

2 = χpF
p
2 − χnFn

2 (1.16)



第 1章 序論 5

となる。つまり電子核子散乱断面積を精度よく計算することにより、荷電カレントのベクトル型が精度よ

く求まる。軸性ベクトル型の形状因子 GA(Q2)と GP (Q2)はニュートリノ散乱実験より求める。また中

性カレントについても電磁相互作用と関連している。よって電子核子散乱断面積を精度よく計算すること

が重要である。また (1.9)式の P (p, E)の計算は電子原子核散乱より計算することができる。詳細は後の

章で説明する。(1.13)式,(1.14)式,(1.15) 式は [22]を参照した。CVCは付録 Bを参照。

1.3 核子の拡がり

電子核子散乱断面積を計算するとき、核子の拡がりを考慮に入れなければならない。ここでは核子によ

る拡がりの効果 (形状因子)について説明する。

1.3.1 ラザフォード散乱

まず始めに何も効果を入れていない点同士の散乱であるラザフォード散乱について説明する。E.

Rutherford は原子の正電荷が原子の中心 (原子核)に集中している模型を 1911年に提案した。点電荷の

つくるクーロン場による荷電粒子の散乱断面積を古典力学で計算し、それが実験とよく一致することを示

し原子核の存在を立証した。このとき計算された散乱断面積はスピンなしの点電荷同士で、原子核は静止

状態の散乱断面積を計算している。ラザフォードの実験は金属箔に α 粒子を衝突させる実験である。

α粒子（電荷：2e）

原子核（電荷：Ze）

E

図 1.4 ラザフォード散乱による概略図

図 1.4のような計算を考える。α粒子と原子核によるラザフォード散乱断面積は(
dσ

dΩ

)
Rutherford

=
4Z2α2

4E2 sin4(θ/2)
(1.17)

ただし、α = e2/(4π) ∼= 1/137、dΩ = d(cos θ)dϕである。電子核子散乱断面積の場合、(
dσ

dΩ

)
Rutherford

=
α2

4E2 sin4(θ/2)
(1.18)

となる。

1.3.2 相対論的効果、スピンの効果 (モット散乱)

ラザフォード散乱断面積は非相対論的な計算である。高エネルギーの電子を扱う場合は相対論的効果と

スピンの効果を考慮しなければならない。よって相対論的でスピンありの粒子 (ディラック粒子)として

電子を扱う。核子は、点電荷 (クーロン場)として扱う
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N
ek(Ee;k) k0(E 0e;k0)e


 q = k � k0= (!; q)
図 1.5 電子核子散乱の概略図

相互作用ハミルトニアンは
HI = −ejµAµ, jµ = ψ̄γµψ (1.19)

となり、A.1.2と同様に計算すると、

Tfi =
∫

d4x⟨f |HI |i⟩ = −
∫

d4x⟨k′, s|ejµ(x)|k, r⟩Aµ(x) (1.20)

ただし、 Aµ(x) = (e/(4πr), 0, 0, 0) (クローン場)

e⟨k′, s|jµ(x)|k, r⟩ = eūs(k′)γµur(k)e−i(k−k′)x (1.21)

ただし、r, sはスピンである。Tfi は

Tfi = −2πiδ(Ei − Ef )
e2

4π
ūs(k′)γµur(k)e−i(k−k′)x

∫
d3xei(k−k′)x · 1

r

= −2πiδ(Ei − Ef )
e2

4π

4π

q2
ūs(k′)γµur(k)e−i(k−k′)x (1.22)

(A.9)式、(A.4)式より散乱断面積(
dσ

dΩ

)
Mott

=
4α2

q4
E′

e
2
(

1 − |k|
Ee

|k′|
E′

e

sin2 θ

2

)
(1.23)

が求まる。電子質量me を無視すると、(
dσ

dΩ

)
Mott

=
4α2

q4
E′

e
2 cos2

θ

2
(1.24)

=
(

dσ

dΩ

)
Rutherford

cos2
θ

2
(1.25)

となる。これは 1930年に N. F. Mott が導いたので、モット散乱断面積と呼ぶ。ラザフォード散乱断面

積 ((1.18)式)と比較すると、cos2(θ/2)が余分に加わっている。この項は電子の相対論的効果、スピン効

果である。

次に、核子に補正を加える。ラザフォード散乱断面積とモット散乱断面積では核子について反跳とスピ

ンの効果を考慮していなかった。核子も電子同様に相対論的、スピンありの粒子 (ディラック粒子)とし

て扱うと、A.1.2の eµ散乱でミュー粒子の質量を核子質量に置き換えると良いので、

dσ

dΩ
=

4α2E′
e
2

q4

E′
e

Ee
cos2

θ

2
[
1 + 2τ tan2(θ/2)

]
(1.26)

=
(

dσ

dΩ

)
Mott

E′
e

Ee

[
1 + 2τ tan2(θ/2)

]
(1.27)
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となる。ただし、τ = −q2/(4M2)。ここで、反跳の効果は E′
e/Ee、陽子のスピン効果は [· · · ]である。反

跳による効果はエネルギー運動量保存より

E′
e

Ee
=

1
1 + Ee

M (1 − cos θ)
(1.28)

となる。核子は電子やミュー粒子と違い、クォークで構成されている複合粒子なので、磁気モーメントも

異なってくる。次に磁気モーメントについて説明する。

1.3.3 磁気モーメント

スピン 1/2、電荷を持ち、構造を持たない点状粒子 (電子、ミュー粒子、· · · )の磁気モーメントは

µ =
g

2
· e

2m
(1.29)

mは粒子の質量、因子 gはディラック方程式より g=2となる。したがって荷電を持つディラック粒子は

g=2でなければならない。しかし、電子やミュー粒子の実験で測られた値は 2からずれた値を持つ。こ

れは高次の過程の寄与であると理解されている。核子は複合粒子なので、クォークにより値が変わってく

る。実際の値は

µN =
e

2M

µp =
qp

2
µN = +2.793 · µN = (1 + χp) · µN (1.30)

µn =
qn

2
µN = −1.913 · µN = χn · µN (1.31)

である。ただし、Mは核子質量、µN、µp、µn はそれぞれ核磁子、陽子の磁気モーメント、中性子の磁気

モーメント、χp、χn はそれぞれ陽子、中性子の異常磁気モーメントである。核子の場合、ミュー粒子や電

子と異なり、この異常磁気モーメントを考慮しなければならない。また核子は複合粒子であるので点状粒

子とは異なり、電荷の拡がりと磁気モーメントの拡がりを考慮しなければならない。

1.3.4 形状因子

拡がりを表す形状因子を説明する。簡単のため、電荷分布 ρ(x) を用いて説明する。運動量 q の空間で

の電荷分布を F (q2)とする。

F (q2) =
∫

eiq·xρ(x)d3x (1.32)

F (q2) は空間座標 x での電荷分布 ρ(x) を運動量 q にフーリエ変換した形になっている。逆フーリエ変

換は

ρ(x) =
1

(2π)3

∫
F (q2)e−iq·xd3q (1.33)

となる。(1.32)式より展開すると、

F (q2) =
∫ ∞

0

∫ 1

−1

∫ 2π

0

ρ(x)
[
1 − 1

2
(|q|r)2 cos2 θ + · · ·

]
dϕd cos θr2dr

= 4π

∫
ρ(r)r2dr − 1

6
q2 · 4π

∫
r2ρ(r)r2dr + · · · (1.34)
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ただし、q · x = |q||x| cos θ、|x| = r である。電荷分布の二乗半径を

⟨r2⟩ = 4π

∫ ∞

0

r2ρ(r)r2dr (1.35)

とすると、

F (q2) = 1 − 1
6
q2⟨r2⟩ + · · · (1.36)

となる。⟨r2⟩を測るためには非常に小さな q2 を測らなければならない。つまり

⟨r2⟩ = −6
dF (q2)

dq2
|q2=0 (1.37)

である。ここで、電子やミュー粒子などの構造を持たない点状の粒子の電荷分布 ρ(r)、F (q2)は以下のよ

うになる。

ρ(r) =
δ(r)
4π

−→ F (q2) = 1 (1.38)

ただし、r = |x|である。次に核子の場合は電荷分布は指数関数で表され、

ρ(r) =
a3

8π
e−ar −→ F (q2) =

(
1 +

q2

a2

)−2

∼= 1 − 2
q2

a2
= 1 − 1

6
q2⟨r2⟩ (1.39)

√
⟨r2⟩ =

√
12
a2

(1.40)

となる。つまり、実験値と比較し、aの値を決めることで ⟨r2⟩が求まる。

π
δρ
4

)(
)(

r
r =

フーリエ変換

0 0

点状点状点状点状 一定一定一定一定

1)( =qF

点電荷点電荷点電荷点電荷（（（（電子電子電子電子などなどなどなど））））のののの場合場合場合場合
F(q)ρ(r)

qr

1

ρ(r)

are
a

r −=
π

ρ
8

)(
3

2

22

2

2

211)(
aa

F
qq

q −≅ +=
−

双極子型双極子型双極子型双極子型指数関数指数関数指数関数指数関数 フーリエ変換
電荷分布電荷分布電荷分布電荷分布がががが指数型指数型指数型指数型(核子核子核子核子などなどなどなど)のののの場合場合場合場合

r

F(q)

q0

1

0

図 1.6 F (q) とρ(r) の比較図。上の図が点状電荷の場合の粒子 (電子など)、下の図が指数関数的な

電荷の拡がりを持つ場合の粒子 (核子など)。

核子の拡がりを考慮した形状因子を用い電子核子散乱断面積を計算する。



第 1章 序論 9

1.3.5 ローゼンブルースの公式

電子と核子をディラック粒子として扱い、核子の異常磁気モーメント、形状因子を考慮したモデルとし

てローゼンブルースの公式がある。これを用い電子核子散乱断面積を計算する。電子カレントについては

(1.19)式を用いる。よって核子カレントについて説明する。まず点電荷のディラック粒子のカレントにつ

いて説明する。i → f へのカレントとして、ūfγµui の部分は、Gordon分解より

ūfγµui =
1

2m
ūf ((pf + pi)µ + iσµν(pf − pi)ν)ui (1.41)

となる。これはディラック方程式から導かれる {γµ, γν} = gµν、(γνpiν −m)ui = 0、̄uf (γνpf ν −m) = 0

の関係式を用いることで得られる。第一項目は電荷による項に対応していて、第二項目は磁気モーメント

による項に対応している。第二項目について具体的に説明する。簡単のため時間依存がなく、ベクトルの

みで非相対論的な極限で説明する。

Tfi = −i2πδ(Ef − Ei)
∫

jfi
µ Aµd3x (第二項目のみ考える)

～
∫ [

− e

2m
ψ̄fσµν(pf − pi)νψi

]
Aµ(x)d3x ≃ ie

2m

∫ [
ψ†

fai
σjσk − σkσj

2
qkAjψia

]
d3x

=
ie

2m

∫
ψ†

faϵljkσlq
jAkψiad3x =

ie

2m

∫
ψ†

faσ · (q × A)ψiad3x

=
ie

2m

∫
ψ†

faσ · (∇× A)ψiad3x = −
∫

ψ†
fa

(
− e

2m
σ · Bψia

)
d3x (1.42)

なお ψa は ψ の上成分である。上式より − e
2m ·σ ·B の項が現れ、第二項目が磁気モーメントによる相互

作用になることがわかる。

µ = − eσ

2m
−→ Tfi(第二項目) ∝ −µ · B (1.43)

よって陽子のカレントは電荷による項と磁気モーメントによる項で構成されている。形状因子 F1(q2)

、F2(q2)を用い磁気モーメントを考慮すると、

Jα = ūf

[
F1(q2)

(pf + pi)α

2M
+

F1(q2) + χF2(q2)
2M

iσαβqβ

]
uie

i(p′−p)x

= ūf

[
F1(q2)γα +

χF2(q2)
2M

iσαβqβ

]
uie

i(p′−p)x (1.44)

ただし、χp = 1.793、中性子のときχn = −1.913。
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�
p(p0;p)
k(Ee;k) k0(E 0e;k0)

p0(p00;p0)q = k � k0 �g��q2
ie���� = �F1(q2)
� + �F2(q2)2M i���q��

= (!; q)
図 1.7 eN → eN のファイマン図

図 1.7のファイマン規則から散乱振幅を計算し、(A.9) 式を用いて散乱断面積を計算する。核子静止系で

計算する (p = 0, p0 = M)。

Mfi = e2ūe(p3)γµue(p1)
−1
q2

ūN (p4)ΓµuN (p2)

|Mfi|2 =
e4

q4
LµνWµν

LµνWµν = 16M2EeE
′
e cos2

θ

2

[
F 2

1 − q2

4M2
χ2F 2

2 − (F1 + χF2)2
q2

2M2
tan2(θ/2)

]
dσeN =

|Mfi|2

|vrel|2Ee2p0
(2π)4δ4(k + p − k′ − p′)

d3k′

(2π)32E′
e

d3p′

(2π)32p′0

= dE′
edΩ

4α2E′
e
2

q4
cos2

θ

2
·
[
F 2

1 − q2

4M2
χ2F 2

2 − (F1 + χF2)2
q2

2M2
tan2(θ/2)

]
· 2M

d3p′

2p′0
δ4(k + p − k′ − p′) (1.45)

ここで、q = k − k′ とすると、

δ(p′2 − M2) = δ(p′0
2 − p′2 − M2) =

1

2
√

p′2 + M2
[δ(p′0 −

√
p′2 + M2) + δ(p′0 +

√
p′2 + M2)]

の関係式が求まり、 ∫
dp′02p′0θ(p

′
0)δ(p

′2 − M2) = 1 (1.46)

となる。よって ∫
d3p′

2p′0
δ4(p + q − p′) =

∫
d3p′

2p′0
dp′02p′0θ(p

′
0)δ(p

′2 − M2)δ4(p + q − p′)

= δ((p + q)2 − M2) = δ(q2 + 2Mω)

=
1

2M
δ(ω +

q2

2M
) (1.47)

以上より散乱断面積は

... dσeN

dE′
edΩ

=
4α2E′

e
2

q4
cos2

θ

2
[
F 2

1 + τχ2F 2
2 + 2τ(F1 + χF2)2 tan2(θ/2)

]
δ(ω +

q2

2M
) (1.48)
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dσeN

dΩ
=

4α2E′
e
2

q4

E′
e

Ee
cos2

θ

2
[
F 2

1 + τχ2F 2
2 + 2τ(F1 + χF2)2 tan2(θ/2)

]
(1.49)

ただし、τ = −q2/(4M2)である。(1.49)式はローゼンブルースの公式と呼ぶ。

電子核子弾性散乱断面積は (1.49)式により計算できる。しかし、次のように F1、F2 の線形結合で定義

する。
GE ≡ F1 − τχF2, GM ≡ F1 + χF2 (1.50)

より (1.49)式は

dσeN

dΩ
=

4α2E′
e
2

q4

E′
e

Ee
cos2

θ

2

[
G2

E + τG2
M

1 + τ
+ 2τG2

M tan2(θ/2)
]

(1.51)

となる。GE、GM はそれぞれ電気、磁気形状因子と呼ぶ。この項がそれぞれ電荷分布、磁気分布に対応

している。

(1 + τ)ϵ
τσns

dσeN

dΩ
=

ϵ

τ
GE(Q2) + G2

M (Q2)
(
Q2 = −q2 > 0

)
(1.52)

ただし、σns =
4α2E′

e
2

q4

E′
e

Ee
cos2

θ

2
, ϵ = (1 + 2(1 + τ) tan2(θ/2))−1

(1.52)式のように変形し、Q2 を固定し、θを変えることにより、GEと GM を Q2 の関数として別々に取

り出せる。この形状因子は ep → ep 散乱の角度依存性のデータを用いて、0 ≤ Q2 ≤ 30(GeV/c)2 の範

囲で、

Gp
M = µp × (1 + 0.116Q + 2.874Q2 + 0.241Q3 + 1.006Q4 + 0.345Q5)−1

Gp
E = {1 − 0.13 × (Q2 − 0.04)} ×

Gp
M

µp

Gn
M = µn ×

Gp
M

µp

Gn
E =

−1.913τ

(1 + 5.6τ)(1 + Q2/0.71)2
(1.53)

ただし、GEと GM の上付きの pと nはそれぞれ陽子、中性子の形状因子である。(1.53)式の形状因子は

[23][24]を参照した。

電子核子散乱による形状因子は (1.16) 式の CVC 関係でニュートリノ核子散乱における形状因子と関

連している。(1.53)式により FN
1,2 を計算することで、精度よく FV

1,2 を計算することができる。

1.3.6 電子陽子散乱の実験結果

電子を陽子に衝突させ、陽子構造を解析する。R. Hofstadter は、原子核による電子散乱の研究及び

それにともなう核子の構造の発見に対し、1961 年にノーベル物理学賞を与えられている [29]。その R.

Hofstadterの結果から核子の拡がりがどうわかるか説明する。
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図 1.8 計算と実験データの比較したグラフ [29]。縦軸は dσ/dΩ(cm/sr)で横軸は散乱角 θ(degree)

である。入射電子エネルギーが左の図は 188MeV で、右の図は 236MeV ある。左の図において誤差

付きの点が実験データ、(a)はモット散乱断面積 ((1.24)式)、(b)は異常磁気モーメントを考慮してい

ない点電荷の陽子における電子陽子散乱断面積 ((1.26)式)、(c)は点電荷の陽子における電子陽子散乱

断面積、EXPERIMENTAL CURVEはローゼンブルースの公式 ((1.49) 式)である。右の図におい

て、誤差付きの点が実験データ、一番上の直線は点電荷の陽子における電子陽子散乱断面積、下の三つ

の破線 (
p

⟨r2⟩ = 6.2×10−14cm)、直線 (
p

⟨r2⟩ = 7.8×10−14cm)、破線 (
p

⟨r2⟩ = 9.3×10−14cm)

はローゼンブルースの公式 ((1.49)式)である。図は [29]を参照した。

図 1.8 は電子陽子散乱の実験結果と計算を比較した図である。ちなみに点電荷の陽子における電子陽子

散乱断面積はローゼンブルースの公式 ((1.49)式)へ F1(0) = 1、F2(0) = 1、χp = 1.793を代入した式で

ある。点の中性子の場合、巨視的にみると、電荷はゼロなので F1(0) = 0、F2(0) = 1、χ = −1.913を代

入した式になる。陽子の補正を考慮していない計算 ((1.24)式、(1.26)式)では実験データと一致しない。

磁気モーメントと形状因子 (核子の拡がり)を補正したローゼンブルースの公式は実験データと一番よく

合っている。図 1.8のように実験データと合う半径を求めることにより陽子の半径を導くことができる。

中性子も同様に導ける。これにより核子は拡がりをもっていることがわかる。形状因子を用い電子核子散

乱断面積を計算する。
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第 2章

電子核子散乱と電子原子核散乱

500MeVから 1GeVの領域の電子原子核散乱断面積の計算は電子と原子核内の核子との電子核子散乱

断面積を用いて計算することができる。またこの領域の電子核子散乱は弾性散乱から一つの π 粒子を生

成する共鳴領域に及ぶ。この章では電子核子散乱を説明し、次に今回の主題である電子原子核散乱につい

て説明する。

2.1 電子核子散乱

2.1.1 運動学

まず運動学について説明する。用いる運動学は実験室系である。今回、電子原子核散乱の実験室系と区

別するため、核子静止系と呼ぶことにする。 k0(E 0e;k0)k(Ee;k)
p(p0;p) p0(p00;p0)q = k � k0 = (!; q)�

図 2.1 核子静止系による電子原子核散乱のファイマン図

変数を説明すると、k が入射電子の四元運動量、k′ が散乱後の電子、pが始状態の核子、p′ 散乱後の核子

である。共鳴生成反応も考慮するので散乱後の核子の質量はW と定義する。q は入射電子と散乱後の電

子の差を表し、エネルギー運動量移行と呼ばれる。

dσ/(dE′
edΩ)を計算する場合の運動学は

k = (Ee, k) = (Ee, 0, 0, Ee) (2.1)
k′ = (E′

e, k
′) = (E′

e, E
′
e sin θ, 0, Ee cos θ) (2.2)

q = (ω, q) = k − k′ = (Ee − E′
e,− sin θ, 0, Ee − Ee cos θ) (2.3)

p = (p0, p) = (M,0), p′ = (p′0, p
′) = (

√
W 2 + q2, q) (2.4)

q2 = −4EeE
′
e sin2(θ/2), W =

√
p′2 =

√
(p + q)2 =

√
M2 + 2Mω + q2 (2.5)
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となる。

dσ/dΩを計算する場合の運動学は dσ/(dE′
edΩ)の場合の運動学に

E′
e =

Ee

1 + Ee

M (1 − cos θ)
(2.6)

を代入した値になる。

2.1.2 共鳴生成反応

epep →+∆→ eep

他の共鳴生成反応

Ee=4.879 (GeV)

θ=10 (deg) 
図 2.2 電子陽子散乱断面積の実験データ。[34] を参照。縦軸が散乱断面積 (µb/(GeV sr))、横軸が

散乱後の電子エネルギー (GeV)である。

500MeVから 1GeV領域の電子核子散乱では図 2.2のように核子が共鳴する。そのピークが弾性散乱

(ep → ep)より E′
e の低い領域に現れる。これは核子がエネルギーを吸収し励起した状態で、核子共鳴と

呼ばれる。一番大きい最初の共鳴生成反応として ∆共鳴生成反応が見られる。∆共鳴の反応過程は

e + p → e + ∆+, ∆+ → p + π0 or n + π+ (2.7)

と生成され、すぐ崩壊する (∼ 10−23s)。このように低いエネルギー領域における他の共鳴粒子は核子と

π 粒子に崩壊する。500MeVから 1GeV領域の電子核子散乱では弾性散乱と一つの π 粒子を生成する共

鳴生成反応で占められる。

MAIDモデル (一つの π 生成反応)

一つの π 粒子を生成する共鳴反応領域の計算について説明する。この領域の計算は MAID モデルを

用いる。MAID モデルは数 GeV 領域の電子散乱のデータを一番良く再現した半現象論的計算モデルで

ある。MAID モデルは Mainz グループによる計算で、[6] から計算データを得ることができる。詳細は

[6, 7]を参照。MAIDモデルの反応式は

γ∗ + N → π + N (2.8)

を計算しており、
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図 2.3 γ∗ + N → π + N の反応による概略図。

図 2.3の運動学を用いる。この領域で、考慮すべき反応過程は

−e −e −e
−e

−e−e−e
−e

N

*N

N ′

π

N
N

N ′

π

N N ′

π
π

π
ωρ or

N N ′

)(a )(b

)(c )(d

図 2.4 一つの π 生成反応におけるファイマン図。(a) は共鳴粒子、(b) は核子、(c) は π 粒子、(d)

は ρまたはω 粒子による π 生成反応である。

である。N∗ は共鳴を表しており、この領域で一番多い反応は ∆(1232)共鳴生成反応である。もちろん、

他の共鳴反応も入っている。計算されている共鳴粒子は P33(1232), P11(1440), D13(1520), S11(1535),

S31(1620), S11(1650), D15(1675), F15(1680), D33(1700), P13(1720), F35(1905), P31(1910),

F37(1950)*1である。∆(1232)は P33(1232)に対応する。非共鳴反応については核子 N と π 粒子の反応

が主に占めている。核子の質量に近い、ρ(770)やω(782)中間子の反応も考慮されている。以上の共鳴と

*1 P33(1232)の意味について、先頭のローマ字 (P)は軌道量子数 L = 0, 1, 2, 3 · · · に対応して S, P, D · · · と表す。ローマ字
の隣の数字 (33)は左からスピン S の 2倍と全角運動量 J の 2 倍である。(1232)の中の数字は質量 (MeV)である。
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非共鳴による一つの π 生成反応の散乱断面積は

dσ

dΩdE′
edΩπ

= Γ
[

dσT

dΩπ
+ ϵL

dσL

dΩπ
+ {2ϵL(1 + ϵ)}1/2 dσTL

dΩπ
cosΦπ　

+ϵ
dσTT

dΩπ
cos 2Φπ + h{2ϵL(1 − ϵ)}1/2 dσTL′

dΩπ
sin Φπ + h{1 − ϵ2}1/2 dσTT ′

dΩπ

]
(2.9)

から求まる。σT は光子の横偏極による散乱断面積、σL は光子の縦偏極による散乱断面積である。

σTL, σTT , σTL′ , σTT ′ は π 粒子の座標を考慮することで生じる項である。ただし横偏極 ϵ、縦偏極 ϵL は

ϵ = (1 + 2q2/Q2 tan(θ/2))−1, ϵL = (Q2/ω2)ϵ (2.10)

で、Γは

Γ =
α

2π2

E′
e

Ee

kγ

Q2

1
1 − ϵ

, kγ =
W 2 − M2

2M
(2.11)

である。計算では σTとσL を用いるので、σTとσL を示す。σTとσL は

σT =
∫

dσT

dΩπ
dΩπ = 2π

|k|
kCM

γ

∞∑
l=0

(l + 1)2[(l + 2)(|El+|2 + |Ml+1,−|2) + l(|Ml+|2 + |El+1,−|2)] (2.12)

σL =
∫

dσL

dΩπ
dΩπ = 2π

|k|
kCM

γ

∞∑
l=0

(l + 1)3(|Ll+|2 + |Ll−|2) (2.13)

である。ただし、kCM
γ = (M/W )kγ で、重心系の光子のエネルギーに対応している。散乱断面積は多重

極展開 El±,Ml±, Ll± により計算することができる。多重極展開はW、Q2 により求まる。この多重極展

開 El±, Ml±, Ll± を実験データと精度よく計算する。

図 2.5 M1+と E1+ の実部と虚部の比較グラフである。直線は計算である。[6]を参照。

図 2.5のように精度よく計算された多重極展開 El±Ml±, Ll± を用い、散乱断面積を計算する。今回計算

する散乱断面積は π 粒子を観測しないため、MAIDモデルは (A.40)式より

dσeN

dE′
edΩ

= Γ(σT + ϵσL) (2.14)

ただし、

Γ =
αkγ

2π2(Q2)
E′

e

Ee

1
1 − ϵ

, kγ =
W 2 − M2

2M
, ϵ =

(
1 + 2

ω2 + Q2

Q2
tan2 θ

2

)−1

(2.15)
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である。MAIDモデルの σTとσL はW と Q2 を決めることで [6]から得られる。一つのπ生成反応断面

積をMAIDモデルを用い計算する。

MAIDモデルは全ての共鳴と非共鳴をあわせた計算であるため、一部の共鳴生成反応を抜き出すと計

算精度がよくない。そこで、この領域で最も反応が大きい ∆共鳴生成反応の計算は Paschosモデルを用

いる。

Paschosモデル (∆共鳴生成反応)

∆共鳴生成反応断面積の計算モデルである Paschosモデルについて説明する。詳細は [4]を参照。反応

過程として
e−(k) + N(p) → e−(k′) + ∆(p′) (2.16)

を計算する。ただし、k = (Ee,k), k′ = (E′
e, k

′), p = (M,0), p′ = (p′0, p
′) である。散乱断面積の公式

より

dσ =
(2π)4

4MEe
|MeN→eX |2δ4(p + k − k′ − p′)

d3k′

(2π)32E′
e

· d3p′

(2π)32p′0
dp′0Px(p′, p′0) (2.17)

Px(p′, p′0)は∆(p′)のエネルギースペクトルを示している。
∫

Px(p′, p′0)dp′0 = 1となる。このエネルギー

スペクトルは ∆共鳴生成反応の場合、

Px(p′, p′0)dp′0 = fBW dW =
Γ/(2π)

(W − M∆)2 + Γ/4
dW (2.18)

Px(p′, p′0) =
Γ/(2π)

(W − M∆)2 + Γ/4
· p′0
W

,

[
W 2 = p′0

2 − p′, dp′0 =
W

p′0
dW

]
(2.19)

となる。fBW (W )は Breit-Wigner型の関数である。(2.17)式を整理すると、

dσ

dE′
edΩ

=
(2π)4

4MEe
|MeN→eN |2 E′

e

2(2π)3
1

(2π)32p′0
Px(p′, p′0) (2.20)

ただし、p′0 = M + ω, p′ = p + q である。Px(p′, p′0)に (2.19)式を代入し、

dσ

dE′
edΩ

=
(2π)4

4MEe
|MeN→e∆|2 E′

e

2(2π)3
1

(2π)32p′0
fBW · p′0

W
(2.21)

=
1

16(2π)2
E′

e

MEe
|MeN→e∆|2fBW · 1

W
(2.22)

となる。散乱振幅 |MeN→e∆|2 については (A.23)式より計算する。(A.24)式,(A.28)式より LµνWµν を

計算し、整理すると、

|MeN→e∆|2 =
e4

Q4
LµνWµν =

e4

Q4

2∑
i=1

KiW
N
i (2.23)

ただし、Ki は

K1 =
2Q2

E2
e

, K2 = 4
(

1 − Q2

4E2
e

− ω

Ee

)
(2.24)

である。WN
i は [4]の定義を用いる。Wi = WN

i · fBW (W )/W で定義されているため散乱断面積は

dσ

dΩdE′
e

=
α2

Q4

EeE
′
e

M

2∑
i=1

KiWi (2.25)
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となる。構造関数Wi は

W1 =
W

qCM
(|T3/2|2 + |T1/2|2), W2 =

M2Q2

Wq3
CM

(|T3/2|2 + |T1/2|2) (2.26)

ヘリシティ振幅 Ti は

T3/2 = y

[(
W + M

M

)
CV

3 +
Wq0

CM

M2
CV

4

]
(2.27)

T1/2 = y

[
q0
CM − p0

CM − M

M
CV

3 +
Wq0

CM

M2
CV

4

]
(2.28)

となる。ただし、変数の定義として

y = fBW (W )NRSqCM , NRS = i

[
qCM

4W (p0
CM + M)

]1/2

(2.29)

q0
CM =

W 2 − Q2 − M2

2W
, qCM = [((q0

CM )2 + Q2)]1/2, p0
CM = [q2

CM + M2]1/2 (2.30)

を用いる。CV
3 、CV

4 は形状因子である。この形状因子は核子 (アイソスピン 1/2)から ∆粒子 (アイソス

ピン 3/2)へ遷移するときの形状因子である。ニュートリノ核子散乱の場合も同様の値を用い、電子陽子

散乱による形状因子 Cp
i、電子中性子散乱による形状因子 Cn

i との関係は

CV
i = Cp

i = Cn
i (2.31)

である。この形状因子は電子核子散乱実験より求められる。

図 2.6 ヘリシティ振幅を実験データと比較した結果である。[5] を参照した。A3/2と A1/2 は T3/2

と T1/2 に対応している。S1/2 はニュートリノ核子散乱のときに関わるヘリシティ振幅である。

図 2.6のように実験データと比較した結果、

CV
3 (Q2) =

CV
3 (0)

(1 + Q2/M2
V )2

(
1

1 + Q2/(4M2
V )

)
, CV

4 (Q2) = −M

W
CV

3 (Q2) (2.32)

と求まる。CV
3 (0) = 2.13、MV = 0.84GeV を用いる。これらを用い、Paschosモデルとして∆共鳴生成

反応断面積を計算する。また [5]により他の共鳴生成反応も計算されている。電子散乱による共鳴生成反

応を各共鳴、非共鳴で計算することにより、実験データと比較し、形状因子 CV
i の値を決定する。精度の

良い計算モデルを用いることで、ニュートリノ核子散乱による共鳴生成反応を精度よく計算することがで

きる。
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2.2 電子原子核散乱

電子原子核散乱について説明する。まず、入射電子エネルギーと散乱後の電子エネルギーは運動量エネ

ルギー保存から、

E′
e =

Ee

1 + Ee

M (1 − cos θ)
(2.33)

となる。M に核子質量や原子核の質量を代入することで、各々の散乱のピーク値がわかる。電子原子核

散乱のスペクトルの例を見ていく。図 2.7は電子と水との散乱された電子のスペクトルである。水素原子

(陽子)との散乱、酸素の原子核との散乱が見える。

図 2.7 電子と水の散乱実験である。散乱後の電子を測っており、縦軸が計数、横軸が散乱後の電子エ

ネルギー (E′
e)となっている。[34]から抜粋した。

しかし、酸素と水素以外にも他の散乱によるピークが見える。一つは原子核内の核子との散乱によるも

ので、電子陽子弾性散乱のピークの横に見える大きいピークになる。原子核内で核子は自由に動いている

ため、核子の運動量の違いにより散乱のピークも拡がる。この電子と原子核内の核子との弾性散乱を準弾

性散乱と呼ぶ。15N の散乱が見えるのは、散乱により陽子が原子核から出て、16O から 15N になるため

である。散乱エネルギーにより原子核が励起する状態がある。それによる散乱のピークも見られる。原子

核の励起の状態は原子核内の核子の運動で表される集団模型などにより記述されるが、今回はエネルギー

が 500MeVから 1GeVの領域なので、この集団模型は効いてこない。よって集団模型、原子核の励起に

ついては今回は触れない。

2.2.1 運動学

電子原子核散乱の運動学説明する。電子原子核散乱断面積は実験室系で計算する。
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エネルギー

j0i jRipR(pR;pR)jxi
k0(E 0e;k0)k(Ee;k)

pA(E0;0) jNip(p0;p) p0(p00;p0)q = k � k0 = (!; q)�
図 2.8 実験室系による電子原子核散乱のファイマン図

k が入射電子、k′ が散乱後の電子、p が始状態の核子、p′ 散乱後の核子である。散乱後の核子の質量は

W、エネルギー運動量移行は q である。pA が始状態の原子核で、pR が散乱後の (A-1)の核子による原

子核である。計算は電子核子散乱で記述され、pA、pR は計算に入らない。

核子は原子核内で束縛されているため、束縛エネルギーを考えなければならない。束縛エネルギーを E

とすると、質量損失エネルギーから決まり、

E = MA−1 + M − MA (2.34)

MA = E0 は原子核の質量、MA−1 は (A-1) の核子による原子核の質量である。また (A − 1) の核子に

よる原子核の運動量エネルギー (TA−1 = ER − MA−1)は無視できMA−1 ≈ ER と近似できる。エネル

ギー保存則 (E0 + Ee = E′
e + p′0 + ER)より (2.34)式は

E = ω − p′0 + M (2.35)

となる。

k = (Ee, k) = (Ee, 0, 0, Ee) (2.36)
k′ = (E′

e, k
′) = (E′

e, E
′
e sin θ, 0, Ee cos θ) (2.37)

q = (ω, q) = k − k′ = (Ee − E′
e,− sin θ, 0, Ee − Ee cos θ) (2.38)

p = (p0, p) = (
√

p2 + M2, p), p′ = (p′0,p
′) = (

√
W 2 + p′2, p + q) (2.39)

q2 = −4EeE
′
e sin2(θ/2), W =

√
p′2 (2.40)

また核子静止系や実験室系の計算において、ローレンツ不変量で計算するのが便利である。そこで、ロー

レンツ不変な量であるマンデルスタム表示 (s, t, u)を用いる。

s = (k + p)2 = M2 + 2kp = M2 + 2Ee(p0 − pz)
t = (k − k′)2 = q2 = −4EeE

′
e sin2(θ/2)

u = (k′ − p)2 = M2 − 2k′p = M2 − 2E′
e(p0 − px sin θ − pz sin θ) (2.41)

上式を用いて、電子原子核散乱を計算する。

運動量

次に核子の運動量 pの運動学について説明する。



第 2章 電子核子散乱と電子原子核散乱 21

図 2.9 電子と核子の運動量

図 2.10 二次元での回転座標

上図のように計算した。kと k′ のなす角 (散乱角)を θ、q と z軸なす角を θq とする。また q を軸にした

とき、(x′, y′, z′)とし、その軸における極角、方位角をそれぞれ α、ϕとする。そして、(x, y, z)上の pを

p = (px, py, pz)、(x′, y′, z′)上の pを p = (p′x, p′y, p′z) = (p sinα cos ϕ, p sinα sinϕ, p cos α) とする。単

位ベクトルを用いて、pを示すと、

p = pxi + pyj + pzk = p′xex + p′yey + p′zez

ここで、ex, ey, ez を i, j, k で示すと、

ey = j、ex = cos θqi + sin θqk、ez = − sin θqi + cos θqk、より

p = p′xex + p′yey + p′zez = p′x(cos θqi + sin θqk) + p′yj + p′z(− sin θqi + cos θqk)

= (p′x cos θq − p′z sin θq)i + p′yj + (p′x sin θq + p′z cos θq)k

よって核子の運動量 p = (px, py, pz)は

px = p′x cos θq − p′z sin θq

(
=

p

|q|
(qz sinα cos ϕ + qx cos α)

)
py = p′y (= p sin α sinϕ)

pz = p′x sin θq + p′z cos θq

(
=

p

|q|
(−qx sinα cos ϕ + qz cos α)

)
 p′x = p sinα cos ϕ, p′y = p sinα sinϕ, p′z = p cos α

cos θq =
qz

|q|
, sin θq =

−qx

|q|
(... qx < 0)

2.2.2 計算方法 (インパルス近似)

電子原子核散乱断面積の計算方法について説明する。電子原子核散乱は以下の過程を考える。

e + A → e + X (2.42)

上式によるファイマン図は
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�
pA(p0;p)
k(Ee;k) k0(E 0e;k0)

pX(pX ;pX)q = k � k0 �g��q2
jXijAi = (!; q)

図 2.11 電子原子核散乱によるファイマン図

となり、A.2の電子核子散乱断面積の計算と同様にすると、

dσeA

dE′
edΩ

=
α2

q4

E′
e

Ee
LµνWµν

A (2.43)

レプトンテンソルは (電子質量は無視)

Lµν = 2[kµk′
ν + kνk′

µ − gµν(kk′)] (2.44)

原子核の始状態を |0⟩、原子核の終状態を |X⟩とすると、ハドロンテンソルは

Wµν
A =

∑
X

⟨0|Jµ|X⟩⟨X|Jν |0⟩δ4(p0 + q − pX) (2.45)

となる。和はハドロンの終状態を全てを含んでいる。今、計算する領域のエネルギー運動量移行 q は強い

ため単純なモデルで計算することができる。

原子核内の核子と入射粒子と散乱するとき、核子が他の核子との相互作用を気にすることなく電子との

散乱する計算をインパルス近似と呼ぶ。これを用いて計算していく。インパルス近似の仮定として

1. 空間での運動量の伝達は運動量 q で伝わる。

2. 相互作用の頂点では散乱された粒子と残された原子核で独立的に展開する。

この近似では原子核のカレントは次のように書ける。

Jµ −→
∑

i

jµ
i (2.46)

ここで、電磁相互作用の頂点は一つの核子の運動量 p′、(A-1)の核子による原子核の運動量 pR ≡ q − p′

にわけることができる。
|X⟩ −→ |x,p′⟩ ⊗ |R, pR⟩ (2.47)

(2.45)式を書き換える。∑
X

|X⟩⟨X| →
∑

x

∫
d3px|x, p′⟩⟨x,p′|

∑
R

d3pR|R, pR⟩⟨R, pR| (2.48)

ファイマン図で示すと、
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j0i jRipR(pR;pR)p(p0;p)jNi
q = k � k0 = (!; q)p0(p00;p0)jxi

k0(E 0e;k0)k(Ee;k)
pA(E0;0)

図 2.12 インパルス近似による電子原子核散乱のファイマン図

と核子と (A-1)の核子による原子核へ分解することができる。これらの式と核子の状態ベクトルを挿入す

ると、

⟨0|Jµ|X⟩ =

(
M√

p2
R + M2

)1/2

⟨0|R, pR⟩|N,−pR⟩
∑

i

⟨N,−pR|jµ
i |x,p′⟩ (2.49)

よって (2.45)式は

Wµν
A =

∑
x,R

∫
d3pRd3p′ M√

p2
R + M2

|⟨0|R, pR⟩|N,−pR⟩|2
∑

i

⟨N,−pR|jµ
i |x,p′⟩⟨x,p′|jν

i |N,−pR⟩

× δ3(q − pR − p′)δ(ω + E0 − ER − p′0) (2.50)

δ 関数について、∫
d3pRδ3(q − pR − p′) = 1

δ(ω + E0 − ER − p′0) =
∫

dEδ(E − m + E0 − ER)δ(ω − E + m − p′0) (2.51)

と計算し、pR = −pとする。次にスペクトル関数は

P (p, E) =
∑
R

|⟨0|R,−p⟩|N, p⟩|2δ(E − m + E0 − ER) (2.52)∫
d3pdEP (p, E) = 1 (2.53)

と定義できる。これは分離する核子の運動量束縛エネルギー分布になっている。これらより (2.45)式は

Wµν
A (q, ω) =

∑
i

∫
d3pdEWN

µν
i (q̄)

M

p0
P (p, E) (2.54)

ここで p0 =
√

p2 + M2 である。核子のハドロンテンソルは

WN
µν
i =

∑
x

⟨N,−pR|jµ
i |x, p′⟩⟨x,p′|jν

i |N,−pR⟩ × δ(ω̃ + p0 − p′0) (2.55)

よって δ 関数より変数が決まり、

ω̃ = p′0 − p0 = ω − E + M − p0 (2.56)
p′0 = ω + M − E (2.57)
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となる。エネルギーの保存については第 C章で説明する。よってインパルス近似による電子原子核散乱

断面積は

dσeA

dE′
edΩ

=
∫

d3pdEP (p, E)
M

p0

[
Z

dσep

dE′
edΩ

+ (A − Z)
dσep

dE′
edΩ

]
(2.58)

ただし、
dσeN

dE′
edΩ

=
α2

q4

E′
e

Ee
LµνWµν

N (N = p, n) (2.59)

今回、計算する原子核は陽子と中性子の数が等しいので、

dσeA

dE′
edΩ

=
∫

d3pdEP (p, E)
M

p0
A

dσeN

dE′
edΩ

(2.60)

これは δ 関数の変換により 4Mp′0 の変数で

dσeA

dE′
edΩ

=
∫

d3pdEP (p, E)A
1

4p0p′0
A

dσeN

dE′
edΩ

(2.61)

=
∫

d3pdEP (p, E)A
1

64π2

E′
e

Ee

1
p0p′0

|MeN |2Px(p′, p′0) (2.62)

と等しい。(ただし、Px(p′, p′0)は δ(p′0 −
√

p′2 + W 2)に対応した関数である。Wは散乱された核子の質

量である。)

(2.60)式は [3]を、(2.62)式は [1]を参照した。

2.2.3 準弾性散乱

準弾性散乱について (2.62)式の計算を用いて説明する。準弾性散乱は電子と原子核内の核子の弾性散

乱なので、|MeN |2 へ電子核子弾性散乱の不変散乱振幅を代入する。不変散乱振幅はローレンツ不変な量
なので、核子静止系の (1.45)式を代入すればよい。しかし、ここでは電子原子核散乱の実験室系の変数

で、ローレンツ不変な変数を用い、定義する。これはどの系でも計算できるようにするためである。不変

な変数として、マンデレスタム表示 (s,t,u)を用いる ((2.41)式)。不変散乱振幅は (A.23)式、ハドロンテ

ンソルは (A.28)式、レプトンテンソルは (A.20)式より

|MeN |2 =
e4

q4
LµνWµν

N (2.63)

Wµν
N = WN

1

(
−gµν +

qµqν

q2

)
+ WN

2

1
M2

(
pµ − p · q

q2
qµ

)(
pν − p · q

q2
qν

)
=

(
−gµν +

qµqν

t

)
WN

1 + PµP νWN
2 (2.64)

Lµν = 2[kµk′
ν + kνk′

µ − gµν(kk′)] = 2
[
2KµKν − 1

2

(
−gµν +

qµqν

t

)
t

]
(2.65)

Pµ =
pµ + p′µ

2
, Kµ =

kµ + k′
µ

2

となり

LµνWµν
N = −2tWN

1 +
(s − u)2 + 4tM2 − t2

4
WN

2 (2.66)

より

|MeN |2 =
e4

q4
LµνWµν

N =
16π2

q4

(
−2tWN

1 +
(s − u)2 + 4tM2 − t2

4
WN

2

)
(2.67)
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ここで、WN
1 、WN

2 はそれぞれ

WN
1 = −t(FN

1 + χFN
2 )2, WN

2 = 4(FN
1

2
+ τχFN

2

2
) (2.68)

(1.50)式より

FN
1 =

GN
E + τGN

M

1 + τ
, χFN

2 =
−GN

E + GN
M

1 + τ
(2.69)

GN
E、GN

M は (1.53)式より求まる。ただし、N = p, nである。よって、(2.62)式より

dσeA

dE′
edΩ

=
∫

d3pP (p, E)A
1

64π2

E′
e

Ee

1
p0p′0

|MeN |2 (2.70)

が求まる。ただし、E = ω + M −
√

p′2 + M2。

2.2.4 共鳴生成反応

共鳴生成反応を説明する前に、電子原子核散乱の共鳴生成反応断面積の計算 (MAIDモデル)は [6]の

計算結果を使うため核子静止系へ変数をローレンツ変換し、計算に用いる。

q = k � k0 = (!; q)k0(E 0e;k0)�k(Ee;k)
p0(p00;p0)p(p0;p)

�R k0R(E 0R;k0R)kR(ER;kR)
pR(M;0) p0(p00R;p0R)qR = kR � k0R = (!R; qR)

図 2.13 実験室系と核子静止系の比較した図

実験室系から核子静止系へ変換するとき、ローレンツ不変な変数で定義しなければならない。そこでマン

デルスタム表示 (s, t, u)を用いる。(2.41)式より

s = (k + p)2 = M2 + 2kp = M2 + 2Ee(p0 − pz) = M2 + 2MER

t = (k − k′)2 = −4EeE
′
e sin2(θ/2) = −4ERE′

R sin2(θR/2)
u = (k′ − p)2 = M2 − 2E′

e(p0 − px sin θ − pz sin θ) = M2 − 2ME′
R (2.71)

より核子静止系の変数が決まる。

ER =
s − M2

2M
(2.72)

E′
R =

M2 − u

2M
(2.73)

sin2(θR/2) =
EeE

′
e

ERE′
R

sin2(θ/2) (2.74)

これらを用いて計算する。
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MAIDモデル (一つの π 生成反応)

MAIDモデルは仮想光子と核子の散乱断面積計算であった。(A.40) 式より

dσeN

dE′
RdΩR

= Γ(σT + ϵσL) (2.75)

ただし、

Γ =
αK

2π2(−t)
E′

R

ER

1
1 − ϵ

, K =
W 2 − M2

2M
, ϵ =

(
1 − 2

ω2
R − t

t
tan2 θR

2

)−1

(2.76)

σT、σL はW、q2 を代入して、[6] から与える。この式を用いて、電子原子核の共鳴生成反応断面積を計

算する。(2.60)式より
dσeA

dE′
edΩ

=
∫

d3pdEP (p, E)
M

p0
A

(
dσeN

dE′
edΩ

)
(2.77)

上式の電子核子散乱断面積 (dσeN/(dE′
edΩ))は実験室系の計算であるので、この部分を核子静止系へ置

き換える。

dσeN

dE′
eΩ

=
α2

q4

E′
e

Ee
LµνWµν

N =
E′

e

Ee

ER

E′
R

α2

q4

E′
R

ER
LµνWµν

N

=
E′

e

Ee

ER

E′
R

dσeN

dE′
RΩR

(2.78)

これにより実験室系から核子静止系の電子核子散乱断面積へ置き換えることができた。ちなみに α、q2

、LµνWµν はそれぞれローレンツ不変な変数である。

dσeA

dE′
edΩ

=
∫

d3pdEP (p, E)
M

p0

E′
e

Ee
A

(
ER

E′
R

dσeN

dE′
RdΩR

)
(2.79)

上式を用いて計算する。電子核子散乱断面積 (dσeN/(dE′
RdΩR))は (2.75)式を用いる。

Paschosモデル (∆共鳴生成反応)

Paschosモデルの電子原子核散乱断面積の計算は準弾性散乱のように不変散乱振幅へ ∆共鳴生成反応

の散乱振幅を代入すれば計算できる。(2.62)式より

dσeA

dE′
edΩ

=
∫

d3pdEP (p, E)A
1

64π2

E′
e

Ee

1
p0p′0

|MeN |2Px(p′, p′0) (2.80)

2.1.2で計算した散乱振幅で求まる。

Px(p′, p′0) =
p′0
W

fBW (W ) (2.81)

と変換でき、(2.80)式より

dσeA

dE′
edΩ

=
∫

d3pdEP (p, E)A
1

64π2

E′
e

Ee

1
p0

|MeN |2 fBW (W )
W

(2.82)

WN
1 、WN

2 はローレンツ不変量 fBW (W )/W を加えた変数定義のため、

dσeA

dE′
edΩ

=
∫

d3pdEP (p, E)A
1

64π2

E′
e

Ee

1
p0

|MeN |2 (2.83)
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ただし、散乱振幅 (|MeN |2)は

|MeN |2 =
e4

q4
·

2∑
i=1

KiWi · 4E2
R

K1 =
−2t2

E2
R

, K2 = 4
(

1 +
t

4E2
R

− ωR

ER

)
である。W1、W2 の定義は 2.1.2の Paschosモデルの節を参照。
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第 3章

原子核効果

この章では原子核効果について説明する。原子核効果として核子の束縛エネルギー運動量分布を用い

る。束縛エネルギー運動慮分布のモデルとして実験で測られたスペクトル関数 [3]を用いた。このスペク

トル関数の比較モデルとしてフェルミガス模型を用いた。まず、フェルミガス模型について説明し、スペ

クトル関数について説明する。また準弾性散乱は散乱された核子の再散乱効果である終状態相互作用 [3]

を用いるため、この終状態相互作用についても説明する。

3.1 原子核

原子核効果を説明する前に原子核について説明する。この節は [35]を参照した。

3.1.1 原子核の大きさ

核子が有限個集まって束縛状態を形成した孤立系が原子核である [35]。この系を記述するハミルトニア

ンは回転不変性及び空間反転不変性を満足するので、この量子系は角運動量 I 及びパリティ π の固有状

態になっている。

原子核の内部を運動する核子の運動エネルギーは約 22MeV あり、原子核から一個の核子を分離するの

に必要な分離エネルギーは 5 ∼ 10MeV である。これらは核子自身の静止エネルギー (M ∼= 940MeV/c2)

と比べて十分小さいので、通常、原子核は核子が比較的弱く結合した非相対論的量子力学系とみなせる。

核子はスピン 1/2を持つフェルミ粒子であるので、低エネルギーの原子核において Pauli 原理がきわめて

重要になる。

電子や陽子と原子核との散乱実験によって、原子核内の核子の密度分布 ρ(r)が調べられる (rは原子核

の重心から測った距離)。電子散乱では電磁相互作用により電荷分布 ρc(r)、陽子散乱では強い相互作用に

よって密度分布が調べられる。
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図 3.1 原子核の電荷分布 (測定値)。[35]を参照。

上の図は電荷分布の実験データである。実験から原子核の体積は構成核子の個数 A に比例すること、

中心部の密度 ρ(0)は Aによらずほぼ一定値 ρ(0) ≈ 0.17fm−3 であること、表面の厚さ (密度が ρ(0)の

90%から 10%に減少する距離)は 2 ∼ 3fmであることが明らかになっている。これを密度の飽和性とい

う。Aが小さい軽い核を除けば、表面の厚さが原子核全体の拡がりに比べて小さいので、ρ(r)が ρ(0)の

1/2となる距離を核半径 R0 とすると

R0 = r0A
1/3 (ただし r0

∼= 1.1fm) (3.1)

という関係が良い近似で成り立っている。

基底状態 (最低エネルギー状態)の近傍にある原子核の中では、Pauli原理により核子－核子衝突が抑制

される。なぜなら、衝突後の状態が Pauli原理で許されない場合、その衝突は起こらないからである。そ

のため核子の平均自由行程は核子半径より長くなる。したがって、核子－核子相互作用の効果を「他の核

子が作る平均ポテンシャル中を独立粒子運動する核子」という描像で取り扱う平均場近似を導入すること

ができる。

3.1.2 殻模型

原子核の構造の基本概念として殻模型を説明する。Z(陽子数)または N(中性子数) が、2, 8, 20, 28, 50,

82, 126の原子核は (一核子あたりの)結合エネルギーが大きく、特別な安定性を示す。これを魔法数と呼

ぶ。魔法数の存在は原子核内の電子軌道の閉殻効果と類似している。そこで、原子の周期律の場合と同様

に、原子核内の核子の運動にも平均ポテンシャルが成り立つと仮定し、閉殻の形成に伴う結合エネルギー

増大によって魔法数を説明する試みをされた。しかし、どのような形の平均ポテンシャル U(r)を用いて

も、実験をきれいに説明することはできなかった。1949年、Mayerと Jansenらは、平均ポテンシャル

が強いスピン軌道相互作用を含むとすれば魔法数を説明できることを発見し、殻模型を提案した。

このモデルでの核子に対するシュレンディンガ方程式は{
− ~2

2m
+ U(r) + Uls(r)l · s

}
ψnljm = Enljψnljm (3.2)

で与えられる。mは核子質量、U(r)は球対称とする。U(r)の動径座標 r への依存性は密度分布 ρ(r)に

対応すると考え、Woods-Saxonポテンシャルがよく用いられる。

U(r) = U0f(r − R0), f(x) ≡ {1 + exp(x/a)}−1 (3.3)
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U0 はポテンシャルの深さ、R0 は原子核半径、aは表面のぼやけを表す。(3.2)式で軌道角運動量 l と固

有スピン sの内積と運動量 pの間の角度に依存する力の存在を示している。核内での核子の運動方向は、

媒質の密度変化の方向 ∇ρ(r) との相対的な関係のみが物理的意味を持つ。∇ρ(r)、p、s から作られるス

カラー量は、pの一次までの近似で

(∇ρ(r) × p) · s = (l · s)
1
r

∂ρ(r)
∂r

(3.4)

である。ここで ρ(r)と U(r)が比例すると仮定すれば

Uls(r) = U0
ls

1
r

d

dr
f(r − R0) (3.5)

となる。固有値 Enlj が近似的に実験を再現するよう決められたパラメータは、U0
∼= −50MeV、a =

0.5 ∼ 0.7fm、U0
ls
∼= 30MeV · fm2/~2 である。

(3.2)式の固有関数は動径波動関数 Rnlj(r)、球面調和関数 Ylmθ, ϕ)、スピン波動関数 χms の積で、

ψnljm(r) = Rnlj(r)
∑

mlms

⟨lml
1
2
ms|jm⟩ilYlml

(θ, ϕ)χms (3.6)

と書ける。ここで ⟨lml
1
2ms|jm⟩ はクレプッシュゴルダン係数である。(3.6) 式を j-j 結合の波動関数と

いう。

簡単のため U(r)を調和振動子ポテンシャル

UHO(r) =
1
2
mω2

0(r2 − R2
0) (3.7)

で置き換えると、Uls(r)は負の定数 Cls となり、(定数 − 1
2ω2

0R2
0 を別にして)固有エネルギーは

Enlj = ~ω0

(
N +

3
2

)
+

1
2
Cls

{
j(j + 1) − l(l + 1) − 3

4

}
(3.8)

で与えられる。ここでN = nx+ny +nz(nx、ny、nz は x、y、z方向の振動量子数)である。強いスピン軌

道結合のため、l ̸= 0のとき j = l+ 1
2 と j = l− 1

2 の軌道の間に大きいエネルギー差∆Els = (l+1/2)||Cls

が生じる。現実の平均ポテンシャルは UHO(r)と比較して表面付近でより引力的なので、一般的に、(表

面で確率密度の高い)大きい lをもつ順位のエネルギーは同じ N の準位群のなかで低くなる。
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図 3.2 殻模型の 1粒子エネルギー準位 (概念図)。Woods-Saxonポテンシャルに (l · s)項がつけ加

わって、魔法数 2, 8, 20, 28, 50, 82, 126が得られる。記号 s, p, d, f, g, h, iは l = 0, 1, 2, 3, 4, 5, 6を表

す。これらの準位を下から詰めたときの核子の累計数は、各準位の縮退度 2j + 1 から計算できる。

[35]を参照。

固有値スペクトルは図 3.2のようになる。

3.2 原子核内の核子の運動量分布

原子核内の束縛エネルギーと運動量の相関を考慮した核子の束縛エネルギー運動量分布 (スペクトル関

数) について説明する。まず、比較する模型として元来用いられていたフェルミガス模型について説明

する。

3.2.1 フェルミガス模型

計算に用いるスペクトル関数と比較するフェルミガス模型について説明する。原子核内における作用を

無視して、原子核を核子の自由なフェルミ粒子の集まりとして取り扱う模型をフェルミガス粒子と呼ぶ。

今回は核子 (陽子と中性子)が平均ポテンシャルの中のエネルギー準位を下から占めているという描像を
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説明する。この場合、核子は体積 V の中にポテンシャルによって閉じ込められ、最大運動量 pF まで準位

を占めている。この最大運動量をフェルミ運動量、そのエネルギーをフェルミエネルギーと呼ぶ。運動量

空間で、半径 pF の球面をつくり、その表面をフェルミ面と呼ぶ。今回は陽子のクーロン力の効果は無視

し、陽子と中性子を同じポテンシャル、束縛エネルギーの核子として扱う。また中性子数 N と陽子 Z 数

が等しい原子核を取り扱うので、A/2 = N = Z とする

一辺 Lの立方体 (V = L3)に閉じ込められた二つのスピン状態の核子の波動関数は

ϕ(k) =
1√
V

eip·r · χs (3.9)

となる。ただし、pは運動量、χs はスピン波動関数である。周期境界条件より

px =
2π~
L

nx, py =
2π~
L

ny, pz =
2π~
L

nz (nx, ny, nz = 0 ± 1 ± 2 ± 3 · · · ) (3.10)

となり、スピンの縮退数を考慮すると、

d3n = 2 ·
(

L

2π~

)3

d3p (3.11)

となるので、pF まで積分すると

A

2
= Z = N =

1
π2~3

· p3
F

3
V

pF = ~
(

3π2A

2V

)1/3

= ~
(

3π2ρ

2

)1/3

≈ 250MeV/c (ρ(0) ≈ 0.17fm−3) (3.12)

フェルミエネルギーは

EF =
p2

F

2M
≈ 33MeV (3.13)

である。

図 3.3 陽子のクーロン力は考慮していないため、核子のフェルミ準位を示している。

核子のフェルミ準位は上の図である。U0 は平均ポテンシャルの深さ、B は分離エネルギーである。

フェルミ模型における原子核の運動量分布は (2.52)式により求まる。(2.52)式より

P (p, E) =
∑
R

|⟨0|R,−p⟩|N, p⟩|2δ(E − M + E0 − ER) (3.14)∫
d3pdEP (p, E) = 1 (3.15)∫
d3p n(p) = 1 (3.16)
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Pauli原理、束縛エネルギー一定より

P (p, E) = n θ(pF − |p|)δ(E + p0 − M − EB) (3.17)

Px(p′, p′0) = θ(|p′| − pF )δ(p′0 −
√
|p′|2 + M2) (3.18)

ただし、n = 3/(4πp3
F )は核子密度である。フェルミエネルギーと束縛エネルギーは実験で測られ、12C、

16Oは束縛エネルギー EB = 25MeV、フェルミ運動量 pF = 221MeV/cである。この値を用い、フェル

ミガス模型の電子原子核散乱断面積を計算する。

3.2.2 スペクトル関数

実験で測られたスペクトル関数について説明する。実験は核子が原子核から出る (核子ノックアウト)

電子原子核散乱実験 (e, e′p)である。スペクトル関数について理論的に説明し、実験について説明する。

局所密度近似 (LDA)

実験で測られたスペクトル関数を理論的に説明している局所密度近似 (LDA)について説明する。詳細

については [3, 10]を参照。

今まで原子核内のポテンシャルは平均場近似 (殻模型) で記述されていた。平均場近似は 3.1.2 におい

て説明したWoods-Saxonポテンシャルに対応している。平均場近似は Pauli原理より、フェルミ運動量

を超えると収束してしまう。フェルミ運動量を超える核子は他の核子と相関し、平均場近似で計算できな

い。フェルミ運動量、フェルミエネルギーより大きい範囲での核子同士の相関寄与 (核子－核子短距離力

の効果)を示すスペクトル関数を Pcorr(p, E)とすると、

PLDA(p, E) = PMF (p, E) + Pcorr(p, E) (3.19)

となる。ただし、PMF (p, E)は平均場近似によるスペクトル関数、PLDA(p, E)は局所密度近似 (LDA)

によるスペクトル関数である。LDAによるスペクトル関数は∫
d3pdEPLDA(p, E) = 1 (3.20)

と規格化している。
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図 3.4 LDA と平均場近似 (Woods-Saxon 型) を比較した図。横軸は波数 (fm−1)、縦軸は原子核

(16O)の核子密度 (fm3)である。[10]を参照した。

図 3.4をみると、平均場近似の分布が収束しても、LDAは高エネルギー k でまだ分布している。これは

核子－核子間の短距離力の効果 (Pcorr)である。またスペクトル関数は束縛エネルギーと相関もあり、

図 3.5 スペクトル関数 P (p, E)の三次元プロットである。k が運動量 (GeV )、Eが束縛エネルギー

(GeV )を表している。[3]を参照した。

上の図のように示される。スペクトル関数の殻模型の寄与 PMF (p, E) が約 80%で、残りの約 20%の寄

与が高エネルギー運動量 (|p| ≫ pF )と大きい束縛エネルギー (E ≫ eF )による核子の寄与 Pcorr(p, E)

である。次にスペクトル関数の測定実験について説明する。
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JLab実験

A B C
High Momentum 
Spectrometer 
(HMS)

←←←←Target

↑↑↑↑electron beam

Short Orbit
Spectrometer 
(SOS)

図 3.6 左上の図はアメリカのバージニア州にある Jefferson実験室 (JLab)である。直線部分で電子

が加速され、A、B、Cの箇所 (ホール)で実験する。 左下の図が C ホールの中の様子である。右の

図が検出器の配置である。

上の図は Jefferson実験室の図である。スペクトル関数は Jefferson実験室で測定された。図 3.6の右の

図について説明する。これは加速された電子ビーム (electron beam)がターゲットと散乱し、散乱後の電

子ビームはHMS(High Momentum Spectrometer)で検出され、陽子は SOS(Short Orbit Spectrometer)

で検出される概略図を示している。入射電子エネルギーは 3.2GeV である。

図 3.7 電子原子核散乱 (e,e’p)の同時測定実験による運動学

図 3.7は実験の運動学である。電子散乱により核子が原子核から出てくるので、電子と核子を同時計測す
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ることで始状態の核子の運動量 pを測定する。束縛エネルギーは質量損失エネルギーより、

E = Ee − E′
e − Tp′ − TA−1 (3.21)

を計算することで求まる。ただし、Tp′ は散乱後の核子の運動量エネルギー、TA−1 は散乱後の残った原

子核 ((A-1)の核子による原子核)の運動量エネルギーである。TA−1 については非常に小さいため無視す

る。考慮する散乱断面積は [15]より

dσ

dΩe′dΩp′dE′
edp′0

=
dσeN

dΩe′
· p′0|p′| · P (p, E) · TA (3.22)

と求まる。これによりスペクトル関数 P (p, E)が測定される。ただし、TA は原子核の透過性である。TA

については終状態相互作用で説明する。

図 3.8 左の図はスペクトル関数である (測定値)。縦軸は束縛エネルギー (E(MeV ))、横軸は運動量

(MeV/c)、色はスペクトル関数の強度である。青になるほど少なく、赤になるほど多く分布してい

る。右の図は核子密度分布である。赤の直線が LDA(スペクトル関数の計算)、ダイアモンドが実験値

に基づいたモンテカルロシミュレーション、黒の直線が運動量一様のフェルミガス模型である。[3]を

参照した。

図 3.8はスペクトル関数の測定結果である。(2.52)式より

P (p, E) =
∑
R

|⟨0|R,−p⟩|N, p⟩|2δ(E − M + E0 − ER) (3.23)∫
d3pdEP (p, E) = 1 (3.24)

上の式に実験データを代入し、スペクトル関数による電子原子核散乱断面積を計算する。

3.3 終状態相互作用

終状態相互作用とは散乱された核子が再び原子核内の核子と再散乱する効果である。この終状態相互作

用について説明する。
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電子原子核散乱実験において、電子のみを測る実験 (e,e’)、電子と核子を同時に計測する実験 (e,e’p)が

ある。その二つの実験を比較すると、電子と核子を同時計測する実験の事象数が明らかに少なかった。こ

の事実により終状態相互作用が考えられた。低い q2 で顕著に現れ、準弾性散乱断面積の高エネルギー領

域が延びる。終状態相互作用は二つの効果を持っている。

• 散乱後の核子が他の核子との相互作用により散乱断面積のピークが低いエネルギーへ移動する。
• ピークが抑えられ、高エネルギーの領域へ分布が拡がる。

終状態相互作用は Glauber理論に関係した近似を使っているので、Glauber理論を説明した後、今回用

いた終状態相互作用について説明する。

アイコーナル近似

質量 m の粒子のポテンシャル V による散乱を考える。入射エネルギー E が十分大きく幾何光学が

成り立ち、かつ粒子の軌道が直線で近似できるとする。そのためには V による運動量変化 (力 × 時間
≈ (V/a)(a/v))が運動量の不確定性 ~/aより十分大きく、入射運動量 ~k より十分小さくなければならな

い。ここで aは力の働く領域の長さを、v は粒子の速度を表す。これより

V a

~v
=

V

2E
(ka) ≫ 1,

V

v~k
=

V

2E
≪ 1 (3.25)

上の式の条件を必要とする。

直線近似の軌道の方向を z方向とすると、V を通過する平面波の位相の変化は

∆ϕ =
∫ z

−∞
(
√

k2 − U − k)dz =
∫ z

−∞
Φdz (3.26)

となる。ここで、

E =
~2k2

2m
, U =

2mV

~2
(3.27)

と置いた。運動量移行を q = ki − kf と書くと、散乱の T行列は

T =
~2

2m

∫
d3reiq·rUei∆Φ (3.28)

と表される。r = (b, z)と書き、運動量移行 q が入射方向にほぼ垂直として

q · r ≈ q · b (3.29)

と近似する。条件 V/(2E) ≪ 1より

Φ =
√

k2 − U − k ≈ − U

2k
= − V

~v
(3.30)

と近似できるので

T = −~2k

m

∫
d2beiq·b

∫ ∞

−∞
dzΦexp

(
i

∫ z

−∞
Φdz′

)
(3.31)

となる。ここで zに関する積分が実行できて

T =
i~2k

m

∫
d2beiq·b(eiχ(b) − 1) (3.32)

χ =
∫ ∞

−∞
Φdz = − 1

~v

∫ ∞

−∞
V dz (3.33)
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が得られる。χ(b)は位相差関数と呼ばれる。散乱振幅 f(q) は

f(q) =
ik

2π

∫
d2beiq·b(1 − eiχ(b)) (3.34)

この近似をアイコーナル近似と呼ぶ。

Glauber理論

アイコーナル近似を多体系に拡張する。簡単のため、入射粒子は構造のない一粒子とし、その座標を

r = (b, z)で表す。一方、標的核は A個の核子からなり、各核子の座標を ri = (bi, zi)で表す。相互作用

は二体力の和は
V =

∑
i

Vi(r − ri) (3.35)

で書ける。このとき、位相差関数は

χ(b) =
∫ ∞

−∞

√
k2 −

∑
i

Ui(r − ri)

 dz (3.36)

で与えられ、近似 (3.30)式を用いると、

χ(b) =
∑

i

χi(b − bi) (3.37)

χi(b − bi) = − 1
~v

∫ ∞

−∞
Vi(r − ri)dz (3.38)

を得る。そこで散乱振幅は

f̂(q) =
ik

2π

∫
d2beiq·b(1 − eiχ(b)) =

ik

2π

∫
d2beiq·b

(
1 −

∏
i

(1 − Γi)

)
(3.39)

と書ける。ここで Γi は b − bi の関数で

Γi = 1 − eiχi(b−bi) (3.40)

であり、プロファイル関数と呼ばれる。

f̂ は bi の関数であって、標的核に対する演算子である。散乱振幅は f̂ の始状態 Φ0 と終状態 Φn の行

列要素

Fn0(q) = ⟨Φn|f̂(q)|Φ0⟩ =
ik

2π

∫
d2beiq·b⟨Φn|1 −

∏
i

(1 − Γi)|Φ0⟩ (3.41)

によって与えられる。ここで 1 −
∏

i(1 − Γi)を Γi について展開すると

1 −
∏

i

(1 − Γi) =
∑

i

Γi −
∑
i ̸=j

ΓiΓj + · · · − (−1)A
∏

i

Γi (3.42)

となる。第一項が一回散乱、第二項が二回散乱、最後の項が A回散乱のように、多重散乱過程が有限の

和で書かれるのが Glauber理論の特徴である。
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CGA

準弾性散乱断面積に用いた終状態相互作用は CGAを用いた。これは Glauber理論を拡張した計算で

ある。この節は CGAについて説明する。詳細は [3, 11]を参照。

終状態相互作用は Glauber理論の仮定を用いる。

• 散乱後の核子は直線軌道を一定速で進む。
• (A-1)の核子による原子核は散乱される核子と比べると、ほぼ静止した状態である。

この仮定の下、原子核内の散乱された核子の伝播の予測値は次のように形式化する。

Up+q(t) = U0
p+q(t)ŪFSI

p+q (t) (3.43)

ただし、U0
p+q は自由空間での伝播、ŪFSI

p+q (t)は終状態相互作用の効果である。終状態相互作用の効果は

次の量で定義される。(R ≡ (r1, ..., rA)は原子核の形状を示す)

ŪFSI
p+q (t) = ⟨0|UFSI

p+q (R; t)|0⟩ (3.44)

UFSI
p+q (R; t) =

1
A

A∑
i=1

e
Pi

j ̸=i

R t
0 dt′wp+q(|rij+vt′|) (3.45)

ただし、rij = ri − rj、wp+q(|r|)は始状態の運動量 p + q での核子－核子散乱を示す。大きな運動量移

行 q では、p + q ≈ q となり、(3.44)式は tと q の関数になる。また UFSI
q は原子核透過性を示す TA と

関係し、
TA = lim

t→∞
⟨||UFSI

q (R; t)|2|⟩ (3.46)

となる。インパルス近似の計算では終状態相互作用が含まれていなかった。次の式により終状態相互作用

を含めた電子原子核散乱断面積を定義する。

dσ

dΩdω
=

∫
dω′fq(ω − ω′)

(
dσ

dΩdω′

)
IA

(3.47)

ただし、フォールディング関数と呼ばれる fq(ω)は

fq(ω) = δ(ω)
√

TA +
∫

dt

2π
eiωt[UFSI

q (t) −
√

TA] (3.48)

である。

次に原子核の透過性 TA について説明する。[13, 14]の実験で測定されている。TA は原子核内で散乱さ

れた核子が外へ出てくる割合を示しており、TA = 1のときは散乱された核子を全く透過する状態である。

TA は 1 より低い値を持つとき、原子核内で散乱された核子が吸収されるか、運動量が変化している。

測定方法はインパルス近似で予測した事象数と実際に測定された事象数の比を取ることで測定される。

実験方法はスペクトル関数での Jefferson実験と同じである。
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図 3.9 実験データとインパルス近似予測値の比較した図。直線が予測値で、点が実験データである。[13]を参照。

図 3.9の予測値と実験値を比較することにより

TA(q2) =

∫
V

dpdENexp(E, p)∫
V

dpdENsim((E, p))
(3.49)

TA が求まる。

図 3.10 炭素、鉄、金の透過性 TA の Q2 による分布 Q2 点は実験データ、直線は計算 (3.46)式であ

る。[3]を参照。

この終状態相互作用を用い、準弾性散乱断面積を計算する。
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第 4章

計算結果と考察

電子原子核散乱断面積を計算する際、束縛エネルギーを運動学に考慮する計算モデルが問題になった。

エネルギー保存のモデルを三つ考慮したが、今回計算したモデルを採用した。私が行ったエネルギー保存

の違いを示した結果は付録 Cで説明する。今回用いたエネルギー保存のモデルで、電子原子核散乱断面

積を計算する。原子核効果を示した結果は付録 Dで示す。

4.1 計算結果

まず原子核効果のない電子核子散乱断面積の計算結果を説明し、電子原子核散乱断面積の計算結果を説

明する。

4.1.1 電子核子散乱断面積計算結果

図 4.1 電子核子散乱 (共鳴生成反応)の計算結果とデータの比較。入射エネルギー Ee、散乱角 θ は、

左から Ee = 730MeV、θ = 37.1 度、Ee = 1100MeV、θ = 37.5 度、Ee = 2.445GeV、θ = 20 度。

縦軸は散乱断面積で左から nb/(MeV sr)、1/A · pb/(MeV sr)、nb/(GeV sr)、ただし、核子なので

A = 1である。横軸は左からエネルギー移行 ω(MeV )、散乱後の核子質量 (不変質量)W (MeV )、エ

ネルギー移行 ω(GeV )である。点は実験データ、ただし、真ん中の図の点線はフィッティングによる

データ、直線はMAIDモデル (一つのπを生成する反応)、破線は Paschosモデル (∆ only)である。

実験データはそれぞれ左から [16][17][18]を参照した。
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図 4.1は電子核子散乱断面積の計算と実験データを比較した図である。MAIDモデル (一つのπ生成反

応) は 2.1.2 の MAID モデルの節を、Paschos モデル (∆ only) は 2.1.2 の Paschos モデルの節を参照。

図 4.1よりMAIDモデルは精度よく電子核子散乱断面積を計算することがわかる。2.445GeV のデータ

において、実験データと計算が合わない領域が出てくるが、これは一つのπ生成以外の反応 (深非弾性散

乱)による寄与である。

500MeV～1GeV の領域として、730MeV と 1100MeV のデータを考える。この領域では ∆ 共鳴生

成反応 (Paschosモデル)が主に占めている。図 4.1より PaschosモデルとMAIDモデルの差が非共鳴反

応による寄与であることがわかる。これにより 500MeV～1GeV 領域では ∆共鳴生成反応と非共鳴反応

で計算できることがわかる。

4.1.2 電子原子核散乱断面積計算結果

最終結果

電子核子散乱断面積の計算モデルに原子核効果を加え、電子原子核散乱断面積を計算した。

図 4.2 電子原子核 (16O)散乱断面積の計算と実験データの比較した図。Ee = 880MeV、θ = 32度、

点は実験データ、直線はスペクトル関数での準弾性散乱 (終状態相互作用を含む)+MAIDモデル、短

い破線はフェルミガス模型での準弾性散乱 +MAIDモデル、長い破線はスペクトル関数での準弾性散

乱 (終状態相互作用を含む)、一点鎖線はスペクトル関数での MAID モデル、二点鎖線はスペクトル

関数での Paschosモデル (∆ only)。実験データは [20]を参照した。

図 4.2 は電子原子核散乱断面積の計算結果である。この図はスペクトル関数とフェルミガス模型を比較

し、スペクトル関数による電子原子核散乱断面積の計算の寄与を分解して示している。図 4.2 より準弾性

散乱断面積のピークにおいて、スペクトル関数の精度はフェルミガス模型より精度よく計算できることが

わかる。フェルミガス模型では核子がフェルミ運動量より大きい値をもつことができないので、準弾性散

乱断面積の寄与がすぐなくなる。しかし、スペクトル関数では核子がフェルミ運動量より大きい値を持つ

ことができるため、スペクトル関数による準弾性散乱断面積はフェルミガス模型による準弾性散乱断面積

より高エネルギーの領域で広がっている。共鳴領域において、図 4.2 よりスペクトル関数による MAID

モデルは実験データと精度よく合っている。非共鳴反応の寄与はMAIDモデルと Paschosモデルの差で
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ある。これらにより準弾性散乱領域と共鳴生成反応領域との境界領域における散乱断面積は、スペクトル

関数による核子の高エネルギー運動量の効果＋ ∆共鳴生成反応＋非共鳴反応で計算できることがわかっ

た。このように系統的に調べた計算は、世界で初めてである。以下に 500MeV～1GeV 領域での電子原

子核散乱の計算結果を示す。

図 4.3 電子原子核 (16O) 散乱断面積計算結果。左の図から Ee = 880MeV、θ = 32 度、Ee =

1200MeV、θ = 32 度 である。点は実験データ、直線はスペクトル関数での準弾性散乱 (終状態相互

作用を含む)+MAIDモデル、破線はフェルミガス模型での準弾性散乱 +MAIDモデル、一点破線は

スペクトル関数での準弾性散乱 (終状態相互作用を含む)+Paschos モデル (∆ only)。実験データは

[20]を参照した。

図 4.4 電子原子核 (12C) 散乱断面積計算結果。左から Ee = 730MeV、θ = 37.1 度、Ee =

1100MeV、θ = 37.5度。線については図 4.3と同様。実験データは左から [16][17]を参照した。
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図 4.5 電子原子核 (12C)散乱断面積の計算結果 (520MeV, 60度)。点が実験データで、直線がスペ

クトル 関数での準弾性散乱 +MAIDモデル、破線がフェルミガス模型での準弾性散乱 +MAIDモデ

ル、点線がスペクトル関数での準弾 性散乱 +Paschosモデルである。実験データは [19]を参照した。

図 4.6 電子原子核 (12C)散乱断面積の計算結果。Ee = 1.2GeV、θ = 19度。線については図 4.3と

同様。実験データは [21]を参照した。

今までのデータは、Q2 > 0.2(GeV 2/c2)であった。Q2 < 0.2(GeV 2/c2)では、パウリ禁止則が大きく

効く事が知られている [4]。世界に唯一存在するデータは JLAB E04-001実験である。この実験は、2005

年に、作田、他の提案により収集されたデータであり、現在、解析中である (「吉澤忠尚　物理学会　発

表講演　 2005年春」)。今後の結果が期待される。

図 4.6は Q2 < 0.2(GeV 2/c2)による前方散乱の計算結果である。ニュートリノ散乱の場合、前方散乱

が多いため、今後、Pauli禁止則を考慮し、前方散乱での計算精度を上げる必要性がある。

4.2 考察

この研究の目的は 500MeV ∼ 1GeV 領域での電子原子核散乱による準弾性散乱断面積及び共鳴生成反

応での精度の良いモデルを得ることと電子原子核散乱断面積を定量化することであった。最初は原子核効
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果のない電子核子散乱断面積を調べた。π生成反応において、MAIDモデルと Paschosモデルを併用し、

計算した結果 (図 4.1)、∆ 共鳴生成反応のみでなく、非共鳴の寄与があることがわかった。この計算モデ

ルに原子核効果 (スペクトル関数、終状態相互作用)を加えて、電子原子核散乱断面積を計算した。

準弾性散乱領域において、フェルミガス模型では合わず、スペクトル関数で合うことは [3]で理解され

ていた。計算結果 (図 4.2)からも準弾性散乱領域はスペクトル関数で実験データと良く合っていることが

確認できた。また境界領域と共鳴領域においても計算結果 (図 4.2)よりスペクトル関数はフェルミガス模

型より実験データと精度よく合うことがわかった。そして、境界領域ではスペクトル関数による高エネル

ギー運動量の核子の効果 +∆共鳴生成反応 +非共鳴で埋まることがわかった。これらにより電子原子核

散乱を定量的に説明することができた。

しかし、電子原子核散乱では共鳴領域において、エネルギー保存のモデルにより大きく違いが出てしま

う (図 C.4)。そのため、このエネルギー保存のモデルの違いを物理的に説明する必要性がある。さらに、

ニュートリノ原子核散乱は前方散乱が多いので、前方散乱 (図 4.6)の計算の精度の向上が必要となる。ま

たπ生成反応を各共鳴生成反応、非共鳴反応で別々に計算し、定量化かつ計算精度を向上しなければなら

ない。計算精度の向上、π生成の定量化によりニュートリノ原子核散乱断面積のベクトル型を精度よく計

算することができる。

現在、ほとんどのニュートリノ実験では、原子核効果はフェルミガス模型を使っていた。我々のグルー

プ「Benhar,他」の特徴であるスペクトル関数は、一連の仕事 [1, 2, 3]で、世界にも広く使われるように

なってきた。
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付録 A

散乱断面積の計算

以下の説明は [31][32][33]の教科書を参照している。

A.1 散乱断面積

A.1.1 散乱断面積の定義

二体散乱 (A + B → C + D)での散乱断面積を説明する。

Vの体積内の自由粒子の波動関数

ϕ = Ne−ipx (クライン－ゴルダン方程式に従う粒子 (ボゾン))

ψ = Nu(p)e−ipx (ディラック方程式に従う粒子 (フェルミオン)) (A.1)(
ただし、px = E · t − p · x、N = 1/

√
V

)
とすると、それぞれの粒子密度は

ρ = i

[
ϕ∗ ∂ϕ

∂t
− ϕ

∂ϕ∗

∂t

]
= 2E/V (ボゾン)

= ψ†ψ = 2E/V (フェルミオン) (A.2)

となる。i(始状態) → f(終状態)の遷移振幅を Tfi とすると、単位体積の遷移確率は

Wfi =
|Tfi|2

TV
(A.3)

である。ここで Tは相互作用している時間間隔を表す。遷移振幅は

Tfi = −i(2π)4δ4(pC + pD − pA − pB)Mfi (A.4)

ここで、Mfi は不変散乱振幅である。TVは全空間での積分よりWfi は

Wfi = (2π)4δ4(pC + pD − pA − pB)|Mfi| (A.5)

となる。散乱断面積を σ とすると、

σ =
Wfi

入射フラックス
· (終状態の数) (A.6)

と遷移確率と関係する。ここでの入射フラックスと修状態の数は密度に対応している。終状態の数は

V d3p/(2π)3 である。今、体積 Vに 2E個の粒子があるように規格化しているため、密度に対応した修状

態の数は

終状態の数 =
V d3pC

(2π)32EC
· V d3pD

(2π)32ED
(A.7)
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次に入射フラックスについて考える。相対速度を vrel とする。単位時間に単位面積を通過するビームの

数は |vrel|2EA/V、単位体積中の標的粒子の数は 2EB/V である。より密度に対応した入射フラックスは

入射フラックス = |vrel| · 2EA/V · 2EB/V (A.8)

体積Vが断面積の計算に入ってくるが、不変散乱振幅Mfiから始状態と終状態の波動関数 (∝ e−ipx/
√

V )

より Vは約分される。V によらないので、以下 V=1とおく。以上より散乱断面積の公式

σ =
∫

|Mfi|2

|vrel|2EA2EB
(2π)4δ4(pC + pD − pA − pB)

d3pC

(2π)32EC

d3pD

(2π)32ED
(A.9)

A.1.2 不変散乱振幅 (eµ散乱)

ここで遷移振幅 Tfi について説明する。遷移振幅は散乱行列要素 Sfi で表すことができる。簡単なた

めスピン 1/2の電荷を持つ点粒子での電磁相互作用の二体問題として、電子とミュー粒子の散乱について

説明する。

e(p1) + µ(p2) → e(p3) + µ(p4) (A.10)

p2x1p3 p4x2 p1 x2 p4
p3x1

p2xt
t1 > t2 t1 < t2

p1 q q
図 A.1 eµ散乱、左図が t1 > t2で効く過程、右図が t1 > t2で効く過程

このように eµ散乱は光子を交換することにより生じる。ここでは相互作用は二次で効く。

Tfi = δfi − Sfi

Sfi =
(−i)2

2!

∫
d4x1d

4x2T [⟨p3, p4|HI(x1)HI(x2)|p1, p2⟩]

HI = −ejµAµ = −eψ̄γµψAµ (相互作用ハミルトニアン) (A.11)

と関係する。図のように電子とミューオンは時空点で分離することができる。HI の間に (1 =)
∑

n

|n⟩⟨n|

を挿入する。|n⟩ を一個の光子 (エネルギー運動量 qµ = (ω, q)、偏極 λ)を含む状態とすると、∑
n

→
∑

λ

∫
d3q

(2π)32ω
と書けるので、

T [⟨p3, p4|HI(x1)HI(x2)|p1, p2⟩] →
∑

λ

∫
d3q

(2π)32ω
T [⟨p3|HI(x1)|p1, qλ⟩⟨p4, qλ|HI(x2)|p2⟩] (A.12)
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また p1 ↔ p2、p3 ↔ p4 としたものがあるが、x1 ↔ x2 で完全に対称であり、(A.11)の因子 2!を相殺す

るのみで、上式のみ考慮すればよい。行列要素を具体的に書き下すと、

⟨p3|HI |p1, qλ⟩ = −eūs(p3)γµur(p1)e−i(p1−p3)x1⟨0|Aµ(x1)|qλ⟩
⟨p4, qλ|HI |p2⟩ = −eūm(p4)γνul(p2)e−i(p2−p4)x2⟨qλ|Aν(x2)|0⟩ (A.13)

s、r、m、lはそれぞれスピン自由度である。上式より、(A.11)式は

Sfi = (−i)2
∫

d4x1

∫
d4x2T [eūs(p3)γµur(p1)e−i(p1−p3)x1

·
∑

λ

∫
d3q

(2π)32ω
⟨0|Aµ(x1)|qλ⟩⟨qλ|Aν(x2)|0⟩ · eūm(p4)γνul(p2)e−i(p2−p4)x2 ] (A.14)

ただし、光子による伝播関数は

iDF µν =
∑

λ

∫
d3q

(2π)32ω
T [⟨0|Aµ(x1)|qλ⟩⟨qλ|Aν(x2)|0⟩] =

1
(2π)4

∫
d4qe−iq(x1−x2)

(
−igµν

q2 + iϵ

)
(A.15)

で与えられ、(A.14)式は

Sfi = (−i)2
∫

d4x1

∫
d4x2eūs(p3)γµur(p1)e−i(p1−p3)x1 · 1

(2π)4

∫
d4qe−iq(x1−x2)

(
−igµν

q2 + iϵ

)
·eūm(p4)γνul(p2)e−i(p2−p4)x2 (A.16)

x1、x2、q の順に積分すると、Sfi、Tfi は

Sfi = δfi − (2π)4δ4(p1 + p2 − p3 − p4) · ūs(p3)(ieγµ)ur(p1)
(

−igµν

q2 + iϵ

)
ūm(p4)(ieγν)ul(p2)

Tfi = −i(2π)4δ4(p1 + p2 − p3 − p4)Mfi (A.17)

ただし、q = p3 − p1 = p2 − p4、Mfi は不変散乱振幅である。

Mfi = e2ūs(p3)γµur(p1)
−1
q2

ūm(p4)γµul(p2) (A.18)

次に、|Mfi|2 を計算する。(A.18)式を二乗し、スピンについて平均すると、(ただし電子とミュー粒子の

スピン自由度を fe = 2、fµ = 2とする)

|Mfi|2 =
1

fefµ

∑
スピン

M∗
fi · Mfi

=
e4

q4
· 1
2

∑
s,r

[ūr(p3)γµus(p1)]∗[ūr(p3)γνus(p1)]

· 1
2

∑
m,l

[ūm(p4)γµul(p2)]∗[ūm(p4)γνul(p2)]

=
e4

q4
LµνMµν (A.19)
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Lµν、Mµν はそれぞれ電子、ミュー粒子の項にわけた。この項は電子、ミュー粒子のレプトンテンソルと

呼ばれる。meは電子質量、mµはミュー粒子質量とすると不変散乱振幅は、

Lµυ =
1
2

∑
s,r

[ūr(p3)γµus(p1)]∗[ūr(p3)γνus(p1)]

=
1
2

∑
s,r

us(p1)ūs(p1)γµur(p3)ūr(p3)γν =
1
2
Tr(p1̸ +me)γµ(p3̸ +me)γν

= 2[pµ
1pν

3 + pν
1pµ

3 − gµν(p1p3 + m2
e)] (A.20)

Mµν = 2[p2µp4ν + p2νp4µ − gµν(p2p4 + m2
µ)] (Lµνと同じ計算)

...|Mfi|2 =
8e4

q4
[(p3p4)(p1p2) + (p3p2)(p1p4) − m2

µp3p1] (meは無視した。) (A.21)

A.1.3 ファイマン規則

不変散乱振幅には一定のルールがある。図 A.1をファイマン図と呼び、ファイマン図と計算には 1:1の

対応がある。ファイマン図を用いることで、簡単に計算できる。ここではスピン 1/2のディラック粒子の

電磁相互作用の場合を説明する。相互作用ハミルトニアンは (A.11)式のハミルトニアンである。図 A.1

で、電子やミュー粒子など外から入射する粒子や外へ出て行く粒子は外線と呼び、間の光子の部分を内線

と呼び、その結合部を頂点と呼ぶことにする。外線、内線の波動関数は

• 始状態のディラック粒子：ψ(x) ∝ u(p)e−ipx, 終状態のディラック粒子：ψ̄(x) ∝ ū(p)eipx

• 始状態の反ディラック粒子：ψ̄(x) ∝ v̄(p)e−ipx, 終状態の反ディラック粒子：ψ(x) ∝ v(p)eipx

• 始状態の光子 (スピン 1)：Aµ(x) ∝ ϵµe−ipx, 終状態の光子：Aµ(x) ∝ ϵµ(p)∗eipx

• 中間状態の光子 (光子の伝播関数)：Dµν
F =

−gµν

q2 + iϵ

となる。よりファイマン規則による外線、内線、頂点は下の図のようになる。
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外線

内線

頂点

p p′

t

x

始状態 終状態
ipxepv −)(

ipxepu −)( ipxep −)(µε xpiepv ′′)(xpiepu ′′)(
xpiep ′∗′)(µε

粒子粒子粒子粒子 反粒子反粒子反粒子反粒子 光子光子光子光子 粒子粒子粒子粒子 反粒子反粒子反粒子反粒子 光子光子光子光子

ε

µν
µν

iq

g
qDF +

−=
2

2 )(

中間状態光子光子光子光子
q

p

p′ q

µγie

ε

µν
µν

iMq

g
qD

W

F +−
−= 22

2 )(

Wボゾンボゾンボゾンボゾン
q

p

p′ q

( )51
2

1

2
γγ µ −g

i

電磁相互作用電磁相互作用電磁相互作用電磁相互作用 弱弱弱弱いいいい相互作用相互作用相互作用相互作用
図 A.2 ファイマン規則の図解

これにより不変散乱振幅を容易に導くことができる。時空積分より δ 関数が生じ、全体のエネルギー運動

量保存則を示す。ちなみに先程の eµ散乱の計算も図 (A.2)の関係を用いても、(A.18)式を計算できる。

弱い相互作用も同様に計算できるので、上の図に示した。gは結合定数を表しており、

GF√
2

=
g2

8M2
W

(A.22)

でフェルミ定数 GF = 1.16638 × 10−5GeV −2 と関係を示す。Zボゾンを媒介する弱い相互作用の場合、

MW = 80.4GeV/c2 をMZ = 91.2GeV/c2 にすればよい。それぞれWボゾンの質量、Zボゾンの質量に

なっている。

A.2 電子核子散乱断面積導出

電子核子散乱断面積の計算について説明する。エネルギー移行量 (−q2)を大きくすると、核子は励起し

た状態に散乱されたり、破壊された状態へ散乱される。ので、電子核子散乱の不変散乱振幅を一般的な形

で表す。核子の始状態を |N⟩とし、終状態を |x⟩とすると、ファイマン図 (e + N → e + x)は
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�
p(p0;p)
k(Ee;k) k0(E 0e;k0)

p0(p00;p0)q = k � k0 �g��q2
jxijNi = (!; q)

図 A.3 eN → exのファイマン図

より不変散乱振幅を計算する。(A.19)式より電子ミュー粒子の散乱で、電子とミュー粒子の計算を分離

することができた。同じ様に電子の部分と核子の部分を分離して表記する。

|Mfi|2 =
e4

q4
LµνWµν (A.23)

電子部分のテンソルを Lµν(レプトンテンソル)、核子部分のテンソルをWµν(ハドロンテンソル)と表し

ている。各々

Lµν = 2[kµk′ν + kνk′µ − gµν(kk′)]

Wµν =
∑

x

⟨N |Jµ|x⟩⟨x|Jν |N⟩δ4(p + q − px) (A.24)

と計算できる。ここでの xは全てのハドロンの状態 (散乱後の核子)を示している。(
ただし、x = N のとき ⟨x|Jν |N⟩ = ūs′(px)

[
F1(q2)γν + χ

2M F2(q2)iσµνqν
]
us(p)

)
ファイマン図より核子の部分は光子と核子の散乱と見ることができるので、変数は p、q または gµν で構

成されるべきである。よりハドロンテンソルの一般的な形は次のように書く

Wµν = −W1gµν +
W2

M2
pµpν − iϵµνσλpσqλ W3

2M2
+

W4

M2
qµqν +

W5

M2
(pµqν + qµpν) (A.25)

Wi はハドロンの構造関数である。W3 の項は反対称テンソルであるが、電子散乱の場合、Lµν は対称テ

ンソルである。より反対称テンソルの項 (W3 の項)は消えてしまう。ここでカレントの保存 (∂µjµ = 0)

と関係した条件がある。
qµWµν = qνWµν = 0, qµLµν = qνLµν = 0 (A.26)

これよりW4、W5 は

W5 = −p · q
q2

, W4 =
(

p · q
q2

)2

W2 +
M2

q2
W1 (A.27)

(A.25)式を整理すると

Wµν = W1

(
−gµν +

qµqν

q2

)
+ W2

1
M2

(
pµ − p · q

q2
qµ

)(
pν − p · q

q2
qν

)
(A.28)

上式でWi はハドロンカレントの頂点において、4元運動量から作られるローレンツスカラー変数の関数

である。具体的に計算していくと、

LµνWµν = 4W1(kk′) +
2W2

M2
[2(pk)(pk′) − M2kk′] (A.29)
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核子静止系 (p = 0)として計算すると、

LµνWµν = 4EE′ cos2(θ/2)[2W1 tan2(θ/2) + W2] (A.30)

次に散乱断面積を計算する。終状態の積分にかんしてはすべてハドロンの構造関数へ組み込まれている。

(A.9)式より散乱断面積は

dσ =
1

4MEe

(
e4

q4
LµνWµν4πM

)
d3k′

2E′
e(2π)3

dσ

dE′
edΩ

=
α2

q4

E′
e

Ee
LµνWµν

=
4α2E′

e
2

q4
cos2

θ

2
[
2W1 tan2 θ + W2

]
(A.31)

ただし、4πM は規格因子、d3k′ = E′
e
2
dE′

edΩ、dΩ = sin θdθdϕ、αは微細構造定数 (α = e2/4π = 1/137)。

ここでは簡単なため電子質量を無視した。

A.2.1 光子核子散乱断面積計算

電子核子散乱では、電子が一個の光子を核子と交換して、散乱を起こす計算であった。つまり核子が直

接散乱しているのは電子ではなく光子と散乱している。光子 (仮想光子)と核子の散乱について計算を説

明する。ただし、光子は電子から作られる仮想光子 (q2 ̸= 0)である。

p(p0;p) p0(p00;p0)��(�)
jxijNi

q = (!; q)
図 A.4 γN → xのファイマン図

上図のファイマン図より不変散乱振幅は

Mfi = eϵµ(λ)⟨x|Jµ|N⟩

|Mfi|2 = e2
∑

λ

ϵµ(λ)ϵν(λ)∗Wµν (A.32)

(A.9)式より散乱断面積は

σ =
1

4MK
· 4πM · e2

∑
λ

ϵµ(λ)ϵν(λ)∗Wµν

=
4π2α

K

∑
λ

ϵµ(λ)ϵν(λ)∗Wµν (A.33)

ちなみに規格因子として、4πM が加わっている。K は q2 = 0のとき、K = ω であり、入射フラックス

は 4MK で与えられる。q2 ̸= 0のときは次のように選ぶ。

K =
W 2 − M2

2M
(A.34)
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これは Hand の約束として知られている。ここで、光の偏極ベクトル ϵµ(λ) について説明する。実光子

の場合は二つの偏極のみであったが、仮想光子の場合は縦偏極も考えなければならない。偏極ベクトル

ϵµ(λ)は 4元運動量 qµ とすれば、
q · ϵ(λ) = 0, λ = ±1, 0 (A.35)

を満たす。自由粒子であれば q は時間的 q2 > 0であり、上式を満たす 3個の偏極ベクトルはすべて空間

的であるが、仮想光子の場合は q が空間的であるので、ϵ(λ)の一つは時間的になる。そこで、3個の偏極

ベクトル ϵ(λ)を以下のように定義する。

ϵ(±1) = ∓ 1√
2
(0; 1,±i, 0)

ϵ(0) =
1√
−q2

(q3; 0, 0, q0) =
1√
−q2

(
√

ω2 − q2; 0, 0, ω) (A.36)

これらの偏極ベクトルはローレンツ条件 (A.35)式のほかに規格直交性

ϵ(λ) · ϵ(λ′)∗ = (−)λδλλ′ (A.37)

と完全条件 ∑
λ

(−1)λ+1ϵµ(λ)ϵν(λ)∗ = −gµν +
qµqν

q2
(A.38)

を満たす。(A.28),(A.33),(A.37),(A.38)式より横偏極の光子、縦偏極の光子による散乱断面積 σT、σL を

計算できる。

σT =
1
2

4π2α

K

∑
λ=±1

ϵµ(λ)ϵν(λ)∗Wµν =
4π2α

K
W1

σL =
4π2α

K

∑
λ=0

ϵµ(λ)ϵν(λ)∗Wµν =
4π2α

K

[(
1 − ω2

q2

)
W2 − W1

]
(A.39)

上式からW1、W2 を σT、σL で定義し、電子核子散乱断面積に代入すれば、電子核子散乱断面積を光子核

子散乱断面積で定義することができる。

dσ

dE′
edΩ

= Γ(σT + ϵσL) (A.40)

ただし、

Γ =
αK

2π2(−q2)
E′

e

Ee

1
1 − ϵ

ϵ =
(

1 − 2
ω2 − q2

q2
tan2 θ

2

)−1

(A.41)
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付録 B

ベクトルカレント

B.1 アイソスピン

クオークで構成されている粒子 (ハドロン)には、電荷は異なるが、性質の似通った小グループが存在

する。次の粒子群は、質量がほとんど同じであるばかりか、強い相互作用するときの力の強さまで同一で

あることが知られる。

Æm=m
p 938:28n 939:570:14% 3:3%

�+ 139:567�� 139:567�0 134:963 0:8%
K+ 493:67K0 497:7 0:33%

�+ 1189:36�� 1197:34�0 1192:46
上の式は性質の似ているグループである。数値は質量 (MeV/c2) を表し、δm/m(%) はずれ具合を示し

ている。電荷が違うため電磁相互作用の分だけ異なるが、これは強い相互作用そ比べて 100 倍程度小さ

い。強い相互作用ではに関す限り、これらの粒子群は質量差を無視すれば、同一グループ野中では区別の

つかない同一粒子であるといえる。そこで、スピン多重項が中心力のもとでは縮退している例にならっ

て、アイソスピン多重項と呼ぶ。アイソスピンをスピンと同様に回転演算子と考えてけいさんすることが

できる。

B.1.1 アイソスピンの SU(2)

核子について陽子と中性子という内部自由度を持つとみなし、アイソスピンで説明する。SU(2)対称性

が成り立ち、(n,p)は基本表現を作る。アイソスピンの生成演算子はスピンの場合と同様に

[Ij , Ik] = iϵjklIl (B.1)

を満たす。基本表現では生成演算子を Ii ≡ τi/2と書く。すると、

τ1 =
(

0 1
1 0

)
τ2 =

(
0 −i
i 0

)
τ3 =

(
1 0
0 −1

)
(B.2)

と書ける。これらは陽子と中性子の状態

ψp =
(

1
0

)
ψn =

(
0
1

)
(B.3)
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に作用する。一番大きい正電荷を持つ粒子を I3 の最大値に対応させる。これらより核子の場合、アイソ

スピンの大きさ I、第三成分 I3 とすると、I = 1/2、I3 = ±1/2である。以下に今回使う粒子のアイソス

ピンを説明する。

π 粒子の場合、三つの状態があり、アイソスピンの大きさ I = 1、第三成分 I3 = −1、0、+ 1である。

第三成分はそれぞれ、π−、π0、π+ の状態を示している。

∆粒子の場合、四つの状態があり、アイソスピンの大きさ I = 3/2、第三成分 I3 = −3/2、−1/2、+1/2

、+ 3/2である。第三成分はそれぞれ、∆−、∆0、∆+、∆++ の状態を示している。

B.2 ベクトルカレントの保存 (CVC)

B.2.1 弱いカレントと電磁カレントの相関

まず、β 崩壊 (n → plν̄l, l = e or µ)とミュー粒子崩壊 (µ → νµeν̄e)の散乱振幅を比較する。

W pn l��l W ��� e��e
図 B.1 β 崩壊とミュー粒子崩壊

M(n → plν̄l) =
Gβ√

2
[ūpγ

µ(CV − CAγ5)un][ūeγµ(1 − γ5)vν̄e + ūµγµ(1 − γ5)vν̄µ ] (B.4)

M(µ → νµeν̄e) =
Gµ√

2
[ūνµγµ(1 − γ5)uµ][ūeγµ(1 − γ5)vν̄e ] (B.5)

それぞれの結合定数の差は強い作用が入っているか入っていないかの差である。

Gµ = GF = 1.16638 × 10−5GeV −2 (フェルミ定数) (B.6)

Gβ = GF × cos θc = 1.147 × 10−5GeV −2 (B.7)

cos θc は u ↔ d の混合角 (カビボ角) である。CV ≈ 1 と測られこの結合定数がほぼ同じであったため、

弱い相互作用のベクトル部分 (γµ の係数)は保存すると考えられた。CVpp n p
 e ��e
図 B.2 ベクトル部分の模式的な図

つまり、弱い相互作用のベクトル部分を jµ
W とすると、

∂µjµ
W ≡ ∂µψ̄pγ

µψn = ∂µψ̄γµτ+ψ = 0 (B.8)
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ただし、

ψ =
(

ψp

ψn

)
, τ+ =

(
0 1
0 0

)
(B.9)

とかける。これは強い相互作用を受けるハドロンの電荷が、強い相互作用のないレプトンの電荷と同一で

あるのは電流保存則によって保証されているという事実から類推されたことである。電磁カレントは

∂µjµ
EM = ∂µψ̄pγ

µψp = ∂µψ̄γµ

(
1 + τ3

2

)
ψ = 0 (B.10)

ただし、

ψp =
1 + τ3

2
ψ, ψ =

(
ψp

ψn

)
, τ3 =

(
1 0
0 −1

)
(B.11)

このことから、両者は同一のアイソスピン保存カレント

jµ
I = ψ̄γµ(τ/2)ψ, ∂µjµ

I = 0 (B.12)

の違う成分であるという考えに達する。これを CVC(conserved vector current) という。

B.2.2 べクトルカレント (核子の場合)

陽子のカレントは (1.44)式より

Jµ
EM = ⟨p′|ψ̄pγ

µψp|p⟩

= ū(p′)
[
F p

1 (q2)γµ +
χp

2M
F p

2 (q2)iσµνqν

]
u(p) (B.13)

q2 = (p − p′)2

指数の部分は積分した。中性子の場合、p → nにすればよい。すると、(B.10)式と (B.13)式を比較すれ

ば、(B.10)式の τ3 部分は

jµ
3 = ψ̄

[
FV

1 (q2)γµ +
χV

2M
FV

2 (q2)iσµνqν

] τ3

2
ψ (B.14)

FV
1 = F p

1 − Fn
2 , χV FV

2 = χpF
p
2 − χnFn

2 (B.15)

となる。CVCは (B.8)式が、(B.14)式の [· · · ]の中と同一であることを意味する。すなわち弱いカレン
トのベクトル部分が

jµ
W = ψ̄

[
FV

1 (q2)γµ +
χV

2M
FV

2 (q2)iσµνqν

]
τ+ψ (B.16)

と表されることになる。
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付録 C

エネルギーの保存モデル

この章はエネルギー保存について説明する。原子核内で核子は束縛を受けるため、束縛エネルギーをエ

ネルギー保存に考慮しなければならない。このとき、束縛エネルギーの効果をエネルギー移行 (ω)に組み

込むか、始状態の核子のエネルギーへ組み込む。前者が On-Shellモデルと呼び、後者が Off-Shell モデ

ルと呼ぶ。これは始状態の核子エネルギーが殻模型で記述できるか、できないかの違いである。Off-Shell

モデルの場合、核子のエネルギーへ束縛エネルギーの効果が組み込まれるので、質量が核子質量で記述す

ることができなくなる。そのため Off-Shellとなる。

準弾性散乱については [3]で計算されているため、この [3]のモデルを用いる。[3]での計算は始状態の

核子が殻模型で記述できる On-Shell モデルである。よって主に共鳴生成反応の場合のエネルギー保存に

ついて説明する。

C.1 On-Shellモデル

始状態の核子が On-Shellの場合の計算について説明する。エネルギー保存より

Ee + E0 = E′
e + ER + p′0 (C.1)

(2.51)式の δ 関数より E の値が決まり、

E0 − ER = M − E (C.2)

これをエネルギー保存の式へ代入し、
E = ω + M − p′0 (C.3)

これは損失エネルギーの公式 ((2.34)式)からも得られる。ここで、(2.55)式にも出てきた ω̃ = p′0 − p0

を導入する。
E = ω + M − p′0 = ω − ω̃ + M − p0 (C.4)

となり、
δω = ω − ω̃ = E − M + p0 (C.5)

これはエネルギー移行の差を示しており、電子のエネルギー移行と核子のエネルギー移行が違うことを示

している。よってカレントの保存を破っている。

qµWµν
N ̸= 0 (C.6)
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つまり電子のレプトンテンソルは q で計算し、核子のハドロンテンソルは q̃ で計算しなければならない。

ちなみに q̃ = (ω̃, q)である。

jxip0(p00;p0)
k0(E 0e;k0)k(Ee;k) q = k � k0 = (!; q) ~q = p0 � p = (~!; q)p(p0;p)jNi P (E;p)

図 C.1 On-Shellによる電子と原子核内の核子の散乱のファイマン図

上図のように計算する。ちなみに仮想光子へ組み込んだ束縛エネルギーの効果は (A-1)の核子による原子

核のエネルギー ER へ組み込まれている。(A-1)の核子による原子核は観測しないため計算上現れない。

On-Shellの電子原子核散乱断面積の計算について説明する。電子原子核散乱断面積の計算は電子核子

散乱断面積と同様に計算できて、

dσeA

dE′
edΩ

=
α2

q4

E′
e

Ee
LµνWµν

A = σM

[
2WA

1 (q2, ω) tan
θ

2
+ WA

2 (q2, ω)
]

(C.7)

となる。ただし、σM はモット散乱断面積 ((1.24)式)である。インパルス近似の記述では

Wµν
A (q2, ω) =

∫
d3pdEP (p, E)

M

p0
Wµν

N (p, q̃) (C.8)

となる。ただし、

Wµν
N = −WN

1 (q̃2)
(

gµν − q̃µq̃ν

q̃2

)
+

WN
2 (q̃2)
M2

(
pµ − p · q̃

q2
q̃µ

)(
pν − p · q̃

q2
q̃ν

)
(C.9)

である。カレントの保存は破れているが第三成分では成立し、

W 3ν
N (p, q̃) =

ω

|q|
W 0ν

N (p, q̃) (ただし、ν ̸= 3)

W 33
N (p, q̃) =

(
ω

|q|

)
W 00

N (p, q̃)

となる。これらより (C.8)式のWA
1 、WA

2 は

WA
1 =

∫
d3pdEP (p, E)

M

p0

[
WN

1 +
1
2

WN
2

M2

|p × q|2

|q|2

]
(C.10)

WA
2 =

∫
d3pdEP (p, E)

M

p0

[
WN

1

q2

|q|2

(
q2

q̃2
− 1

)
+

WN
2

M2

{
q4

|q|4

(
p0 − ω̃

q̃ · p
q̃2

)2

− 1
2

q2

|q|2
|p × q|2

|q|2

}]
(C.11)
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となる。まず準弾性散乱の場合、WN
1 、WN

2 は

WN
1 = − q̃2

4M2
δ

(
ω̃ +

q̃2

2M

)
GN

M

2
(C.12)

WN
2 =

1
1 − q̃2/(4M2)

δ

(
ω̃ +

q̃2

2M

)
×

(
GN

E

2 − q̃2

4M2
GN

M

2
)

(C.13)

となる。これを用い、準弾性散乱断面積を計算する。終状態相互作用を加える場合は

dσeA

dE′
edΩ

=
∫

ω′fq(ω − ω′)
(

dσeA

dω′dΩ

)
IA

,

fq(ω − ω′) = δ(ω − ω′)
√

TA +
∫

dt

2π
ei(ω−ω′)t[UFSI

q (t) −
√

TA]

これは 3.3の CGAの節を参照。

共鳴生成反応の場合、WN
1 、WN

2 は

WN
1 =

K

4πα2
σT (q̃2,W ) (C.14)

WN
2 =

K

4πα2
(σL(q̃2,W ) + σT (q̃2,W ))

−q̃2

−q̃2 + ω̃2
(C.15)

ただし、

K =
W 2 − M2

2M
(C.16)

である。σT、σL についてはMAIDモデルの計算を使う。準弾性散乱は [3][9][15]を参照した。

C.2 Off-Shellモデル

Off-Shellモデルについて説明する。束縛エネルギーは (C.3)式より

E = ω + M − p′0 (C.17)

核子エネルギーへ束縛エネルギーの効果を組み込むため、新しく

ω′ = p′0 − ω (C.18)

を導入する。(C.17)式より
ω′ = M − E (C.19)

で計算する。このとき、核子の質量はM ではなく

M̃ =
√

ω′2 − p2 (C.20)

となる。積分範囲で値も変わるが、およそ M̃ ∼ 900(MeV/c2) 程度で前後する。これは原子核内の核子

の平均運動量 ∼ 100(MeV/c)、平均束縛エネルギー ∼ 25MeV の場合の値である。
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p0(p00;p0) jxip(!0;p)jNi P (E;p)
k0(E 0e;k0)k(Ee;k) q = k � k0 = (!; q)

図 C.2 Off-Shellモデルによる電子原子核散乱のファイマン図

On-Shellモデルはエネルギー移行と (A-1)の核子による原子核エネルギー ER の間で束縛エネルギーの

組み込みがあったが、Off-Shellの場合は核子エネルギーと (A-1)の核子による原子核エネルギーとの間

で束縛エネルギーの組み込みが起こる。つまり、計算上では核子エネルギーを ω′ に置き換えて計算すれ

ばよい。

共鳴生成反応の計算は (2.79)式より

dσeA

dE′
edΩ

=
∫

d3pdEP (p, E)
M̃

p0

E′
e

Ee
A

(
ER

E′
R

dσeN

dE′
RdΩR

)
(C.21)

ただし、

dσeN

dE′
RdΩR

= Γ(σT + ϵσL) (C.22)

Γ =
αK

2π2(−t)
E′

R

ER

1
1 − ϵ

, K =
W 2 − M̃2

2M̃
, ϵ =

(
1 − 2

ω2
R − t

t
tan2 θR

2

)−1

(C.23)

である。

C.3 今回の計算モデル

今回計算に使ったエネルギー保存のモデルについて説明する。後の章で説明するが、On-Shellモデル、

Off-Shellモデルでは電子原子核散乱断面積を精度良く計算できなかった。そこで、束縛エネルギーの効

果をスペクトル関数では使い、エネルギー保存へ組み込みはしなかった。

Ee + p0 = E′
e + p′0 (C.24)

この記述により計算した。2.2節で説明した計算はこのモデルによって記述した。
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jxi
k0(E 0e;k0)k(Ee;k)

jNip(p0;p) p0(p00;p0)q = k � k0 = (!; q)
図 C.3 今回の計算モデルによる電子原子核散乱のファイマン図

共鳴生成反応断面積の計算は (2.79)式より

dσeA

dE′
edΩ

=
∫

d3pdEP (p, E)
M

p0

E′
e

Ee
A

(
ER

E′
R

dσeN

dE′
RdΩR

)
(C.25)

ただし、

dσeN

dE′
RdΩR

= Γ(σT + ϵσL) (C.26)

Γ =
αK

2π2(−t)
E′

R

ER

1
1 − ϵ

, K =
W 2 − M2

2M
, ϵ =

(
1 − 2

ω2
R − t

t
tan2 θR

2

)−1

(C.27)

である。

C.4 エネルギー保存のモデル比較

エネルギー保存のモデルを比較した結果を説明する。

図 C.4 電子原子核 (16O) 散乱で On-Shell モデルと Off-Shell モデルを比較した図。Ee =

880MeV、θ = 32 度 で、点が実験データ、直線が On-Shell モデル、破線が Off-Shell モデルで

ある。左の図が準弾性散乱のスペクトル関数、右の図が MAID モデルのスペクトル関数である。実

験データは [20]を参照した。
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図 C.4は On-Shellモデルと Off-Shellモデルの違いを示している。On-Shellモデルと Off-Shellモデル

による散乱断面積の計算は準弾性散乱断面積ではあまり変わらず、MAIDモデルによるπ生成反応断面

積では大きく異なる。MAIDモデルの計算の場合、

dσeN

dE′
RdΩR

= Γ(σT + ϵσL) (C.28)

(C.28)式の σLとσT で主に違いが現れる。これは On-Shellモデルと Off-Shellモデルで σLとσT に変数

として代入するエネルギー運動量移行 q2が異なるためである。On-Shellモデルは q̃2に対して、Off-Shell

モデルは q2 を代入するため、エネルギー運動量移行の差 δq2(= q2 − q̃2 > 0)が生じる。準弾性散乱領域

では q2 の値が小さいため、エネルギー運動量移行の差も小さい。つまり、q2 の大きい領域の MAIDモ

デルではエネルギー運動量移行の差も大きくなり、散乱断面積の差も大きくなる。

図 C.5 On-Shell モデル、Off-Shell モデル、今回の計算のモデルの違いを表した図。図 C.4 と同

様のグラフに Ee = 880MeV、θ = 32 度、点は実験データ、直線は今回の計算モデル、一点鎖線は

Off-Shell モデル、破線は On-Shell モデル。左の図はMAIDモデルでエネルギー保存モデルを比較

した図。右の図は準弾性散乱も含めた結果。実験データは [20]を参照した。

図 C.5は今回の計算したモデルと On-Shellモデル、Off-Shellモデルを比較した図である。MAIDモ

デルでは ∆ 共鳴生成反応が占めているためピークが W = 1232MeV に対応する点にピークを持つ。

しかし、On-Shell モデルと Off-Shell モデルはエネルギー保存に束縛エネルギーを考慮しているため、

δω = ω − ω̃ = p0 − ω′ の分ピークがずれる。図 C.5でエネルギー保存のモデルを比較した結果、今回の

計算したモデルが準弾性散乱とπ生成反応の境界領域を埋め、実験データとよく合っていたのでこのモデ

ルを選んだ。
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付録 D

電子核子散乱と原子核散乱の比較

図 D.1 共鳴生成反応領域において、電子核子散乱と電子原子核 (12C) 散乱断面積を比較した図。

Ee = 1100MeV、θ = 37.5度、縦軸は散乱断面積で、1/A · pb/(MeV sr)ただし、核子の場合 A = 1

で原子核の場合 A = 12、横軸はエネルギー移行 ω(MeV )である。点が実験データ、点線が電子核子

散乱の実験データのフィッティング、直線が電子原子核散乱 (MAID モデル)、破線が電子核子散乱

(MAIDモデル)である。実験データは [17]を参照した。

図 D.1はスペクトル関数の効果を示している。電子核子散乱断面積と電子原子核散乱断面積を比較す

ると、原子核内の核子の束縛エネルギーと運動量の状態により電子原子核散乱断面積は広がりを持つこと

がわかる。このように電子核子散乱断面積に原子核効果を加えて電子原子核散乱断面積を計算する。
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付録 E

Pauli効果

ニュートリノ核子反応 (黒線)及びニュートリノ原子核反応 (赤線)の断面積を Eν = 1.3GeV で計算し

た図を示す。

図 E.1 ニュートリノ原子核散乱断面積の Pauli 効果を示した計算値である。入射エネルギー

Eν = 1.3GeV、フェルミ運動量 kF = 220MeV/c でのニュートリノ原子核散乱による Q2 分布

(dσ/dQ2)である。黒線が Pauli効果なし、赤線が Pauli効果ありの計算値である。上が準弾性反応、

下が∆共鳴生成反応である。

図 E.1は Pauliの効果についての計算結果である。図 E.1に示すように、原子核効果 (Pauli効果)は大

変大きい。Q2 < 0.2(GeV 2/c2)の領域で Pauliの効果が大きく現れる。

Pauli効果を精度よく計算することは不可能である。前方での原子核効果を計算モデルによらず求める

ため、E04-001実験 [21]では、電子ビームで核子 (陽子)標的、炭素標的によるデータを収集した。その

比を取ればこの原子核効果を測定できる。
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C ,Al ,FeH2,D2,C,Al,FeH2,D2,C,Al,Fe1.02970
D20.878260

H2,D2,Al,FeH2,D2,C,Al,FeH2,D2,C,Al,FeH2,D2,C,Al,FeH2,D2,C,Al,Fe0.794655
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Θ
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)

図 E.2 実験データによる Pauli 効果の解析データである。JLAB E04-001 の実験による Ee =

1.2GeV の電子原子核散乱実験データを用いている。低い Q2 における A(e,e’), A=H,D,C,Al。

図 E.3 前方散乱による電子原子核散乱断面積の実験データである。実験データは JLab E04-001の結果である。

図 E.3は Pauli効果を解析するために使われた実験データである。Q2 < 0.2(GeV 2/c2)の世界に唯一存

在するデータは JLAB E40-001 の実験である。この実験は 2005 年に作田、他の提案により収集された

データであり、現在解析中である。「吉澤忠尚　物理学会発表講演　 2005年春」

ニュートリノ原子核散乱は低い Q2 による散乱断面積が多いため、今後の結果が期待されている。
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